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６－３ 土地区画整理事業 

 

(１) 土地区画整理事業の概要 

 土地区画整理事業の制度的起源は、明治21年に制定さ

れた東京市区改正条例にあるといわれているが、法律化

されたのは大正 8 年に制定された旧都市計画法が最初で

ある。同法第12条の規定により、公共の用に供すべき施

設の整備改善及び宅地の利用増進を図るため施行される

こととなった。 

 しかし、事業の施行方法などの実質的な内容について 

は、耕地整理法を準用するよう定められていた。この準 

用は、昭和30年に土地区画整理法が施行されるまで続い

た。その後、関東大震災後の都市の復興に際し、耕地整

理法準用の欠陥を補うため、特別立法として特別都市計

画法が制定され、区画整理が実施された。 

 また、第二次世界大戦後の戦災復興にも、特別都市計 

画法が定められ、区画整理手法による復興が推進され、 

都市の発展の基礎となった。 

 戦後、人口の都市集中が進み、都市周辺への宅地化が 

急速に伸びていったため、これに対応して土地区画整理 

事業への期待が大いに高まった。こうした中、昭和24年

に耕地整理法が廃止され、昭和29年に土地区画整理法が

制定された。この法律は、その後の都市の再開発及び新

市街地開発のよりどころになり、良好な市街地の整備に

大きな役割を果たすことになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 土地区画整理事業は、宅地の利用増進及び公共施設の 

整備改善を図るため、土地の区画形質の変更及び公共施 

設の新設又は変更を行い、健全な市街地を造成して、公 

共の福祉を増進する事業である。言い換えれば、土地区 

画整理事業とは、未整備な市街地又は市街地予定地を健 

全な市街地にするため、施行地区を定め、当該地区内の 

土地の交換分合（換地）により、道路、公園などの公共 

施設の整備を行うとともに宅地の区画を整える事業であ 

り、地区内の土地の利用価値の増進の範囲内で、当該地 

区内権利者が、公共施設用地等を生み出すために必要な 

土地を公平に提供する（減歩）という仕組みをもった面 

的事業である。 

 区画整理の特色は、土地の換地計画に基づき、原則と 

して従前の宅地の位置、面積、利用状況、環境等に照応 

して換地が定められるところにある。換地が不均衡にな 

る場合には金銭で清算し、換地処分後に清算金の徴収又 

は交付が行われる。 

 宅地は、公共施設用地等を生み出すため減少する。こ

れを減歩というが、公共施設を新設するために必要な用

地を生み出す公共減歩と、事業による受益の限度内で費

用を分担するために出される保留地減歩がある。 

 また、事業を円滑に行う必要上、通常、換地処分に先

立って仮換地を指定し、建物等を移転させ公共施設等の

工事を行う。（図2-6-25参照） 

 土地区画整理事業は、「都市計画の母」といわれるよう 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-6-25 土地区画整理事業の仕組み 
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に、都市計画を総合的に実現した健全な市街地を形成す

るため、大量で良好な宅地を供給することが可能である。

さらに、個々の宅地を整形化させることにより無駄のな

い土地利用が可能になり、防災上の効果も大きい。 

 また、建築物を換地の段階から適正に誘導し、市街地

再開発事業との合併施行などによって、共同ビルの新築

等が促進され、市街地の高度利用が図られる。 

 土地区画整理事業の施行者は、個人、組合、公共団体、

独立行政法人都市再生機構、地方住宅供給公社などであ

る。 

 本市では、戦災復興と近代都市建設のための雄大な将

来計画を盛り込んだ復興土地区画整理事業及び戦前から

現在に至るまでの民間施行の土地区画整理事業による新

市街地の整備がきわめて特徴的である。 

 現在までに市域の約 3分の 2が区画整理により整備さ

れている。（図2-6-26参照） 

 

(２) 民間施行による土地区画整理事業 

① 沿革 

 本市における民間施行土地区画整理事業（個人・組合）

の推移は表 2-6-27 に示すとおり、耕地整理法（明治 32

年）に基づく事業に始まり、旧都市計画法（大正 8 年）

に基づく土地区画整理事業を経て、土地区画整理法（昭

和29年）に基づく土地区画整理事業に至っている。 

 ア 耕地整理事業 

  明治 38年 12月に本市最初の下ノ一色耕地整理組合

が設立され、その後耕地整理法が改正され、市域で耕

地整理を行うことが禁止される昭和 6年 3月までに、

計33組合（施行地区面積約3,850ha）が設立された。 

  耕地整理事業の目的は、「土地ノ農業上ノ利用ヲ増進 

スル」ことであったが、実質的には土地区画整理事業

であったといわれている。詳細は表2-6-28のとおりで

ある。 

 イ 旧都市計画法に基づく土地区画整理事業 

  旧都市計画法施行の翌年すなわち大正10年に、本市

は、隣接の 16町村を合併し、約 4倍の市域となった。  

この新市域において区画整理組合が次々と設立され

ていった。設立の気運が強く、年間10組合にも及ぶ年

もあった。土地区画整理事業がこのような隆盛を極め

た理由は、関係者がすでに耕地整理事業を経験してお

り、その事業効果を疑わなかったこと、本市人口の順

調な伸張による宅地需要があったこと、小作関係の解

消などであったといわれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  大正8年から土地区画整理法が制定される昭和29年

までに、計99組合（総地積約5,108ha）が設立された。

詳細は表2-6-29のとおりである。 

ウ 土地区画整理法に基づく土地区画整理事業 

  昭和29年に土地区画整理法が制定されたことにより、

土地区画整理事業は法律上も充実した。 

  この法律に基づく最初の組合として、高杉土地区画

整理組合が昭和32年3月に設立された。その後も民間

施行の土地区画整理事業への指向意欲は強く、組合施

行による土地区画整理事業がますます盛んになり、特

に昭和35年から45年にかけては、年間10組合以上が

設立された年もあり、市域の大部分において区画整理

が行われてきている。しかし、近年においては、区画

整理の適地も少なくなり、設立される組合数は減少し

ている。 

  土地区画整理法の施行（昭和 30年）後、平成 25年

10月 1日までに、計 207組合（個人施行分を含む施行

地区面積約8,940a、うち認可取消１組合約19ha）が設

立されている。詳細は表2-6-30のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

図2-6-26 土地区画整理施行面積 

（平成25年10月1日現在） 
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表2-6-27 民間施行土地区画整理事業の変遷 

表2-6-28 耕地整理組合 

組合数 面積 組合数 面積 組合数 面積 組合数 面積

ha ha ha ha ha %

14,956 27 3,381 11 781 - - 38 4,162 27.83

昭和20年末
(1945）

16,173 33 3,850 98 5,079 - - 131 8,929 55.21

昭和45年末
（1970）

32,566 33 3,850 97 4,989 114 5,465 244 14,304 43.92

平成7年末
（1995）

32,637 33 3,850 97 4,989 195 8,794 325 17,633 54.03

平成14年末
（2002）

32,645 33 3,850 97 4,989 197 8,791 327 17,630 54.01

平成17年末
（2005）

32,645 33 3,850 97 4,989 199 8,794 329 17,633 54.01

平成24年末
（2012）

32,643 33 3,850 97 4,989 208 9,017 338 17,856 54.70

　　　　　は含まない。

　　 　　に基づく区画整理組合として分類した。
　　 　2 昭和、大同製鋼は、昭和20年末には旧都市計画法に基づく区画整理組合として、平成7、14、17、24年末には土地区画整理法

市域面積
に対する
比率

大正15年・昭和元年末
（1926）

年　　　代 市域面積
耕地整理組合

旧都市計画法に基づ
く区画整理組合等

土地区画整理法に基
づく区画整理組合等

計

（注） 1 土地区画整理法に基づく区画整理組合の平成14、17、24年末の数値には、平成10年に設立認可を取り消した1組合18.84ha
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表2-6-29 旧都市計画法に基づく土地区画整理組合等（昭和・大同製鋼を含む） 

組 合 名 等 組 合 名 等 
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表2-6-30 土地区画整理法に基づく土地区画整理組合等 

組 合 名 等 組 合 名 等 

番号 組 合 名 等 番号 組 合 名 等

※ 昭 和 昭 和 　6. 4.10 58.58 ha 23 小 碓 西 部 昭 和 37. 2. 2 51.33 ha

※ 大 同 製 鋼 16. 1.10 36.61 24 城 山 37. 2. 6 62.92

1 高 杉 32. 3.22 11.65 25 七 反 田 37. 2.15 2.42

2 烏 森 33.10.20 13.34 26 西 一 社 37. 4.16 98.23

3 稲　葉　地　西　部 33.10.20 12.67 27 猪 子 石 37. 4.16 423.75

4 岩 塚 34. 3.27 38.64 28 中 小 田 井 37. 5.31 88.06

5 忠 道 35. 1.22 13.18 29 笠 寺 東 部 37. 6.11 70.45

6 大 野 木 35. 3. 4 93.38 30 荒 子 第 三 37.10. 4 21.82

7 上 小 田 井 35. 3. 8 169.64 31 呼 続 東 部 37.11.29 16.31

8 八 事 南 部 35. 3.30 12.94 32 東 山 公 園 前 38. 2. 2 2.28

※９ 東 山 東 部 35. 3.31 17.32 33 中 小 田 井 第 二 38. 4.26 25.13

10 新 池 東 35. 6.10 3.21 34 汁 谷 38. 5. 8 15.17

11 荒 子 第 二 35. 7.20 15.07 35 梅 森 坂 38. 5.11 18.09

12 山 下 第 一 35. 8.15 22.91 36 鳴 海 西 部 38. 7.19 82.43

13 鳴 海 中 部 35. 8.15 23.01 37 本 鳴 尾 38. 7.19 42.52

14 大 廻 間 35. 9.27 7.62 38 烏 森 東 部 38. 9. 2 7.08

15 岩 塚 東 部 35.10. 1 22.80 39 汐 見 ケ 丘 38.10.10 27.42

16 明 豊 35.12.20 8.64 40 瓶 ノ 井 38.11.26 44.83

17 大 廻 間 南 部 36. 4.17 7.24 41 高 針 38.12.27 11.28

18 下 八 事 36. 4.22 70.37 42 本 星 崎 東 部 39. 3.26 12.98

19 烏 森 南 部 36. 7.28 21.47 43 野 並 39. 3.26 93.93

20 島 田 36.12.28 94.97 44 平 田 39. 5.30 223.23

21 比 良 37. 1.30 130.92 45 中 根 南 部 39.10. 1 18.65

22 星 崎 37. 1.30 83.45 46 平 和 ケ 丘 南 部 39.11.12 15.10

設立認可年月日 施行地区面積 設立認可年月日 施行地区面積
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番号 組 合 名 等 番号 組 合 名 等

47 鳴 海 北 部 昭 和 39.11.12 51.01 ha 88 黒 石 昭 和 43. 5.27 24.19 ha

48 山 下 中 部 40. 1.14 177.44 89 八 田 東 部 43. 6. 8 15.70

49 平 和 ケ 丘 40. 3.12 39.37 90 万 町 43. 7.13 22.56

50 如 意 40. 4.26 195.66 91 宝 神 43. 8.31 87.45

51 東 上 郷 40. 8.１７ 1.38 92 曽 根 田 43.10.30 9.06

52 東 前 田 40. 9.17 28.52 93 鳴 海 南 部 43.11. 1 17.03

53 打 出 40. 9.17 21.83 94 中 小 田 井 第 三 43.12.11 0.66

54 上 社 40.10. 2 200.59 95 鳴 海 大 根 44. 1.18 10.65

55 植 田 山 40.10. 5 44.66 96 横 井 44. 5.17 31.60

56 野 田 40.10.22 71.78 97 当 知 44. 8. 2 110.36

57 大 針 40.11. 6 16.80 98 高 針 北 部 44.11. 6 87.86

58 高 畑 40.12.20 72.41 99 桃 山 45. 1.22 27.80

59 中 郷 40.12.20 78.95 100 相 生 南 部 45. 7.25 24.57

60 西 之 杁 40.12.25 10.41 101 表 山 45. 7.25 5.99

61 藤 森 東 部 41. 3. 4 86.25 102 植 田 南 部 45. 8.17 71.51

62 野 並 中 部 41. 3. 9 14.52 103 鳴 海 黒 石 45. 9. 1 50.04

63 野 並 東 部 41. 3. 9 15.28 104 神 ノ 倉 45. 9. 1 31.72

64 法 華 41. 4.14 26.07 105 上 螺 貝 45. 9.10 3.49

65 蓮 池 41. 4.23 2.64 106 上 野 45. 9.18 14.11

66 藤 森 南 部 41. 5.19 100.27 107 平 針 45.10.27 51.50

67 喜 惣 治 41. 7. 7 19.27 108 万 場 川 西 45.11.17 33.21

68 大 蒲 41. 7.13 49.65 109 東 一 社 45.11.20 67.72

69 町 田 41. 8. 5 4.95 110 中 島 新 町 西 部 45.11.27 60.98

70 極 楽 41. 8.12 42.17 111 松 井 45.12. 7 14.63

71 上 八 事 41. 8.12 35.50 112 菅 田 南 部 45.12.24 17.50

72 星 ケ 丘 東 部 41. 8.18 1.77 113 下之一色大蟷螂 46. 8.17 54.15

73 六 条 41.11. 4 32.11 114 岩 塚 南 部 46. 9. 1 19.10

74 大 森 41.12.24 243.54 115 高 針 南 部 46.12. 2 29.63

75 篠 ノ 風 42. 3. 1 8.96 116 鳴 海 嫁 ケ 茶 屋 46.12. 3 12.53

76 浜 新 開 第 二 42. 8. 7 2.65 117 中 須 47. 4.26 7.71

77 セ ト 山 42. 8. 7 3.77 118 伏 屋 47. 8. 2 51.50

78 荒 子 西 部 42. 9.13 16.48 119 服 部 47.11.27 42.20

79 春 田 42. 9.20 58.00 120 緑 黒 石 48. 1.26 36.94

80 天 白 42. 9.21 118.36 121 藤 森 西 部 48. 7.30 42.81

81 平 針 原 42. 9.21 77.98 122 平 針 中 央 48. 8.15 69.39

82 米 ケ 瀬 42. 9.29 10.20 123 助 光 48. 9.12 28.09

83 鳴 海 東 丘 42.10. 7 27.68 124 緑 ケ 丘 49. 2.12 75.84

84 一 本 松 43. 3.14 15.26 125 小 本 西 49. 5. 2 10.98

85 向 ノ 山 43. 4. 1 31.60 126 植 田 中 央 49. 5.17 226.77

86 植 田 西 部 43. 4.27 44.02 127 福 田 49. 6.20 69.68

87 前 山 43. 5. 9 8.34 128 宝 神 北 部 49.12.14 4.88

設立認可年月日 施行地区面積 設立認可年月日 施行地区面積
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番号 組 合 名 等 番号 組 合 名 等

129 包 里 昭 和 49.12.14 25.85 ha 170 梅 森 坂 東 平 成  1.11.24 18.88 ha

130 相 生 東 部 50. 1.25 6.11 171 荒 池 北  2. 1.17 17.17

131 左 京 山 50. 4.30 24.13 172 榎 津  2. 1.26 18.84

132 徳 重 南 部 51. 2.16 80.11 173 水 広 下  2. 5. 2 48.78

133 西 山 南 部 51. 7.26 20.60 174 猪 子 石 原  2. 6.29 39.51

134 弥 生 ヶ 丘 51. 8.18 12.49 175 桶 狭 間 中 部  2. 7.17 20.36

135 下 田 51. 8.31 4.12 176 荒 池  3. 5.15 16.80

136 供 米 田 51. 9.18 22.49 177 新 家 特 定  4. 3.16 35.36

137 西 前 田 52. 1.14 26.61 178 大 根 山  4. 8. 7 16.41

138 植 田 北 部 52. 2.22 13.86 179 下 志 段 味 特 定  4. 9. 8 160.22

139 神 宮 寺 52. 4.20 19.23 180 大 高 緑 地 西  5. 7.27 9.14

140 旭 52. 9. 6 35.23 181 御 膳 洞  5. 8.17 1.39

141 菅 田 53. 3.24 50.46 182 上 志 段 味 特 定  5. 9 .9 194.91

142 滝 ノ 水 54. 1.16 167.49 183 大 高 中 部  5.12. 3 13.33

143 平 手 南 部 54. 3.14 66.16 184 長 須 賀  5.12.13 18.43

144 大 高 55. 2.13 14.49 185 徳 重 北 部  6.12.27 33.75

145 森 孝 新 田 白 山 55. 6.23 26.79 186 定 納 山  7. 1.12 27.55

146 横 吹 55.12.25 13.76 187 森 下  7. 2.13 1.97

147 鳴 海 姥 子 山 56. 3.  5 47.06 188 八 ツ 松  7. 5. 9 20.56

148 坊 主 山 56. 3.  5 14.75 189 大 高 南 特 定  7. 6.22 121.70

149 春 田 野 56. 4.  3 36.62 190 諸 ノ 木 南 部  7. 8. 7 24.04

150 万 場 川 東 56. 4.  7 30.36 191 江 松 中 部  7.11.17 4.93

151 高 針 東 部 56. 4.15 13.30 192 戸 田  7.12.22 46.79

152 松 下 56. 6.10 24.04 193 中 志 段 味 特 定  7.12.28 192.40

153 平 手 北 部 56. 7. 7 44.50 194 初 日 10. 3.26 1.09

154 桶 狭 間 北 部 56. 9. 7 9.31 195 赤 松 北 部 10. 3.26 1.64

155 藤 塚 57. 1.12 21.95 196 荒 田 11.11.24 11.00

156 徳 重 中 部 57. 3.17 46.45 197 鳴 海 地 区 15. 2.19 0.30

157 桶 狭 間 南 部 58.10. 8 8.83 198 那 古 野 一 丁 目 15. 3.28 0.34

158 篠 の 風 第 二 58.12. 7 13.64 199 大 高 下 瀬 木 18. 4. 6 0.66

159 島 田 東 部 59. 3.30 37.44 200 茶 屋 新 田 20. 2.15 147.50

160 吉 根 特 定 59. 3.30 213.62 201 土 原 21. 4.24 5.46

161 神 ノ 倉 東 部 60. 3.30 46.39 202 明 願 22. 2. 4 5.16

162 諸 ノ 木 北 部 60.11. 6 20.00 203 徳 重 東 部 22. 2. 5 6.60

163 桶狭間北部第二 61. 7.30 15.61 204 桶 狭 間 北 西 部 22. 4.16 7.31

164 南 ケ 丘 62. 4. 6 16.83 205 千 音 寺 24. 3.27 42.50

165 赤 松 62. 4.27 42.13 206 大 高 赤 塚 24. 3.27 1.52

166 高 針 原 62. 9.21 18.05 207 徳 重 東 部 第 二 25. 3.27 5.72

167 江 松 北 部 63. 4. 5 13.41 9,035.48

168 鳴 海 ケ 丘 平 成  1. 4.14 5.56

169 清 水 山  1.10.14 78.40

（注）1   ※は個人施行

      2   172榎津は平成10.4.23に認可取消

設立認可年月日 施行地区面積 設立認可年月日 施行地区面積

計 認可取消分を
除くと9,016.64
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② 事業概要 

 本市における土地区画整理法に基づく民間施行の土地 

区画整理事業は、平成 25年 10 月 1日現在、組合数 208

組合（個人施行を含む。）、施行地区面積約9,017ha、総事

業費約8,423億円であり、このうち16組合（施行地区面

積約1,025ha）が施行中であり、192組合（施行地区面積

約7,992ha）が解散となっている。 

 事業が施行されている地域は主に周辺部であり、旧都

市計画法に基づく土地区画整理事業によって基盤整備が

完了した地区に連なって外延的に組合が設立されてきて

いる。この地域は一部に集落も含むが、雑木樹林地、荒

地、農地等が大部分を占めている。（本章6-1(1)参照） 

 その事業内容については時代の経過とともに充実して

きており、初期の整備水準では、道路は砂利道で、上下

水道は敷設されなかったものが、近年は、道路舗装、施

行地区面積の（原則として）5％を占める公園・緑地の整

備、上下水道・ガスの敷設から河川改修に至るまで事業

計画に盛り込まれており、一体的な都市基盤整備が図ら

れている。 

 さらに、これらの区画整理は都市施設の整備に大きく

寄与している。例えば、地下鉄、下水処理場、学校、集

合住宅、区役所、消防署等の用地を確保し、施設整備を

容易にしている。 

 以上のように、本市における区画整理は、その面積も

広く、市街化に先行して行われており、事業内容も充実

していること等から、「都市計画の母」と呼ばれるにふさ

わしいものといえる。 

ア 地域別の概要 

事業を地域別に区分すると、5つに分けることができ、

その概要は次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）東部丘陵地域 

この地域は住宅地としての立地条件に恵まれ、ほぼ

全域にわたって区画整理が行われ、すでに全組合が事

業を終了している。また、地下鉄、東名高速道路の利

便性がこの地域の市街化促進に拍車をかけ、目覚まし

い発展をとげている。 

（イ）東南部丘陵地域 

この地域の天白区、緑区方面は、ベッドタウンとし

ての住宅団地の建設が行われたことで市街化が促進さ

れ、さらに、地下鉄、環状 2 号線による交通の利便性

が増したことで、より良好な環境がもたらされている。

現在、大高南組合をはじめ、多数の組合により、都市

基盤の整備が進められている。 

（ウ）北部内陸地域 

この地域は海抜 5mの平坦な地形で、早くから区画整

理が行われ、内陸型工業地又は都心へ通勤する人々の

住宅地となっている。すでに全組合が事業を終了して

おり、基盤整備が完了している。 

（エ）西部水田地域 

この地域はいわゆる海抜ゼロメートル地帯で、南部

は江戸時代に造成された干拓地で、ＪＲ、近鉄、地下

鉄及び幹線道路の便が良好であり、また、臨海工業地

帯の後背地としての立地条件が良いことともあいまっ

て、住宅地としての開発が進められている。現在、茶

屋新田組合及び千音寺組合により、都市基盤の整備が

進められている。 

（オ）守山区志段味地域 

この地域では豊かな自然環境との調和を図りつつ、

大量かつ良質な住宅地の供給を行うとともに、研究・

開発・生産・業務・流通などの機能をあわせ備えた複

合的な市街地の形成をめざし、現在、下志段味組合を

はじめ 3 組合による特定土地区画整理事業により、都

市基盤の整備が進められている。 

イ 助成措置 

これらの事業を行っている組合への本市の助成措置

についてみると、次のようなものがある。 

（ア）名古屋市土地区画整理事業助成要綱等に基づき、

設立費用補助金、特定公共施設整備補助金、建築物

等移転費補助金、道路工事費補助金、公共下水道整

備費補助金、橋りょう建設費補助金､防災調整池設置

費補助金、公園整備費補助金等の助成を行っている。 

（イ）名古屋市組合等区画整理資金貸付金貸付要領に

基づき、事業資金の無利子貸付を行っている。 

図2-6-31 地域位置図 
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（ウ）名古屋市土地区画整理組合補助金交付要綱に基

づき、補助を行っている。 

ウ 課題 

以上が本市における民間施行土地区画整理事業の

現況であるが、近年、地価や宅地需要の低迷や質の高

い整備要求等により、事業採算の悪化が懸念される組

合も現れてきており、これらを踏まえて直面する課題

をあげてみると、次のような事項がある。 

（ア）名古屋市都市計画マスタープランへの整合や 

  時代の要請に応える土地区画整理事業の運用 

（イ）整備水準の充実に伴う減歩率の増大 

（ウ）開発に伴う災害防止、自然の地形、風致との 

  調和を図り、ゆとりと潤いのある都市環境の創造 

（エ）事業費財源の確保 

今後は、こうした課題への対応策の検討を進め、解

決していく必要がある。 

 

③ 特定土地区画整理事業 

 大都市地域（首都圏、中部圏、近畿圏）における著し

い住宅・宅地需要に対応するため緊急措置として「大都

市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特

別措置法」（昭和50年）が制定された。 

 この法律に定められた特定土地区画整理事業（土地区 

画整理促進区域内の土地について施行される土地区画整 

理事業）は、大都市地域における市街化区域内の一定規 

模の住宅適地を計画的かつ早急に開発し宅地化すること 

を土地所有者及び市町村に義務づける反面、共同住宅区 

及び集合農地区を定めること等によって、宅地開発と農 

地保全との調和を図るとともに、助成措置の充実を図り、 

土地所有者等による計画的なまちづくりを促そうとする 

ものである。（第2編第2章2-4(2)参照） 

 本市において、最初の特定土地区画整理事業が、昭和

52 年から昭和 57 年にかけて、緑区の徳重西部地区（約

26.7ha）で日本住宅公団（現在の独立行政法人都市再生

機構）施行により実施された。現在、すでに事業が終了

した守山区の吉根地区（213.6ha）、中川区の新家地区

（35.3ha）を除き、守山区の下志段味地区（160.2ha）、

上志段味地区（194.9ha）及び中志段味地区（192.4ha）

並びに緑区の大高南地区（121.7ha）の 4 地区において、

組合施行の特定土地区画整理事業が行われている。 

 

 

 

④ 緑住小規模土地区画整理事業 

 平成 3 年に生産緑地法が改正され、市街化区域農地を

保全するもの（生産緑地）と宅地化するもの（宅地化農

地）に区分するとともに、税制改正により、平成 4 年か

ら、三大都市圏の特定市の市街化区域農地を対象に課税

の適正化が図られ、宅地化農地については、宅地並み課

税が実施されることとなった。 

 これに対して、本市では平成 6年 7月に、一定以上の

宅地化農地を含んだ小規模な区域において、土地区画整

理事業による計画的な市街化を図るための助成制度とし

て「緑住小規模土地区画整理事業」を創設した。 

 これによって、そのままでは有効な土地利用が困難で

あった宅地化農地などを、都市基盤施設の整った良好な

宅地とすることが可能になった。 

 助成の主な要件は次のとおりである。 

 施行地区面積が原則として5ha未満であること。 

 宅地化農地を施行地区内に5,000㎡以上含み、かつ、

宅地化農地の面積が施行地区面積の2分の1以上で

あること。 

 助成の内容は、以下に掲げる工事費の全額を助成する

ものである。 

 道路築造費 

 公園整備費 

 単独防災調整池工事費 

 この制度は、守山区の御膳洞地区（1.39ha）、緑区の森

下地区（1.97ha）及び赤松北部地区（1.64ha）、中川区の

江松中部地区（4.93ha）並びに瑞穂区の初日地区（1.09ha）

で実施された。 

 なお、国の制度改正に伴い、平成12年4月にこの制度

に替わって「都市再生区画整理事業（緑住まちづくり型）」

を新たに創設し、緑区の赤松北部地区で実施されている。   
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⑤ 大高南地区の開発 

ア 目的・経緯 

  緩やかな丘陵地で一部が既存宅地である他は多くが

農地であった大高南地区は、昭和63年策定の「名古屋

市新基本計画」で、鳴海・有松・大高地域が外縁拠点

に位置づけられ、広域幹線道路や鉄道との近接性、利

便性を生かした市東南部の拠点となるまちづくりをめ

ざし、平成 7年 6月から組合施行による特定土地区画

整理事業が行われている。 

イ 事業概要 

  主な事業内容としては、第二東名等の名古屋南イン

ターチェンジ及び名古屋南ジャンクション建設のた

めの用地確保やＪＲ南大高駅の設置、駅前商業施設や

総合病院の誘致、共同住宅区や営農希望者のための集

合農地区の設定等を行い、都市基盤の整備が進められ

てきた。 

  平成 17年 4月に仮換地指定が行われて以降、各施

設が順次開業し、後背の住宅用地には相当数の住宅が

立ち並んでいる。また、駅の乗降客数も順調に推移し、

にぎわいのある街が形成されつつある。現在、事業の

早期終了をめざし、残る公共施設整備、保留地処分及

び換地処分に向けた準備が進められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 志段味地区の開発 

ア 目的・経緯 

本市の北東端に位置する志段味地区（約 910ha）は、

都心から 10～15km圏にわたって庄内川の左岸に細長く

張り出し、市街化が進みつつあるが豊かな自然が残っ

ているところである。 

  本市はこの恵まれた自然環境を生かしながら、居住、

研究開発、生産、商業業務、文化、スポーツ、レクリ

エーション等の機能が調和し、人間性の豊かな、活気

と魅力にあふれた志段味ヒューマン・サイエンス・タ

ウンの建設を推進している。 

  中核となるなごやサイエンスパークは、21世紀を展

望した本市の総合的かつ計画的な産業振興策の指針を

定めるために、地域の産・学・行政の学識者を集めて

設置した名古屋市産業振興懇談会が昭和62年3月に提

言した産業活性化計画の中に盛り込まれた重点プロジ

ェクトである。 

  そして、昭和63年8月に策定した名古屋市新基本計

画の中で、外縁拠点域として位置づけられ、都市基盤

整備としての特定土地区画整理事業をはじめ、サイエ

ンスパーク事業やガイドウェイバスの整備等をしてき

た。 

このうち、なごやサイエンスパークは、現在、公的

研究機関等の集積を図るゾーン、民間の研究開発型企

業の集積を図るゾーンについて、ほぼ概成している状

況である。 

  また、「名古屋市都市計画マスタープラン」において、

新たな拠点を中心とした生活圏の形成を図るべき重点 

地域と位置づけられ、良好な居住環境を形成すること

とされている。 

イ 事業概要 

(ア) 地区の都市基盤の整備 

  志段味地区は吉根、下志段味、中志段味、上志段味

の大字により構成されているが、まちづくりにあたっ

ては、地区全体を一体として計画人口を約 6 万人と設

定し、住区計画、土地利用計画、交通計画等を定めた

志段味まちづくり基本構想をもとに、自主的なまちづ

くりとして、大字を単位とする 4 組合による特定土地

区画整理事業（761.1 ha）により都市基盤の整備が進

められてきている。 

各地区の事業進ちょく状況は、次のとおりである。   

吉根地区（213.6ha）は、昭和 58 年度から事業に着

手し、良好な住宅地を形成し、自転車・歩行者専用道
図2-6-32 大高南特定土地区画整理事業土地利用計画図 
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を整備するなど、平成20年度に事業が終了した。 

下志段味地区（160.2ha）は、平成4年度から事業に

着手し、宅地造成、街路築造工事等を推進し、進ちょ

く率は、平成24年度末で約96％になる。また、あわせ

てサイエンスパーク事業を進めている。 

  上志段味地区（194.9ha）は、平成5年度から事業に

着手し、宅地造成、街路築造工事等を推進し、進ちょ

く率は、平成24年度末で約85％になる。 

  中志段味地区（192.4ha）は、平成７年度から事業に

着手し、宅地造成、街路築造工事等を推進し、進ちょ

く率は、平成24年度末で約29％になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （イ）ガイドウェイバスシステム 

  志段味地区の開発により発生する交通需要に対応し、 

都心方面への道路交通の混雑を緩和するために、中志

段味と交流拠点として位置づけられた大曽根間を結ぶ

公共交通機関として、平成13年3月からガイドウェイ

バスシステムが供用されている。これは鉄道とバスの 

中間の交通需要に対応するものであり、交通渋滞する

区間では高架専用軌道を、それ以外の区間では一般道

路の双方を連続して走行できるデュアルモード方式を

採用している。（第2編第3章3-8(1)参照） 

（ウ）守山スマートＩＣ（仮称） 

守山スマートＩＣは、「名古屋市都市計画マスタープ

ラン」において交流機能を高める基幹ネットワークの整

備の一つとして位置づけられており、東名高速道路守山

ＰＡに接続し全車種、24時間、フル方向で通行可能なＥ

ＴＣ専用インターチェンジである。守山スマートＩＣの

整備により広域交通ネットワークへのアクセスが容易

になり、志段味地区の総合的なまちづくりの推進、広域

的な地域間交流の活性化が期待されている。平成22年6

月に都市計画決定され、平成 25年 8月に一部変更を行

い、整備を進めている。（第2編第3章3-3(1)参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-6-34 志段味地区特定土地区画整理事業区域図 

写真2-6-33 自転車・歩行者専用道（下志段味地区） 
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⑦ 茶屋新田地区の開発 

ア 目的・経緯 

本市の南西部に位置する茶屋新田地区は、土地改良

事業による基盤整備が行われ、大半が水田等の農地と

して利用されていたが、平成19年 8月に市街化調整区 

域から市街化区域へ編入されるとともに、土地区画整

理事業が都市計画決定され、市南西部の新たな拠点と

なるよう、都市計画道路等の基盤整備が進められている。 

また、「名古屋市都市計画マスタープラン」において、

新たな拠点を中心とした生活圏の形成を図るべき重点 

地区として位置づけられ、自然と触れ合える良好な居

住環境の形成と防災性を考慮したまちづくりをするこ

ととされている。 

イ 事業概要 

茶屋新田地区は、計画人口を約 1.2 万人と設定し、

組合施行の茶屋新田土地区画整理事業（147.5ha）によ

り都市基盤の整備が進められている。平成19年度から

事業に着手し、宅地造成工事等を推進し、進捗率は、

平成24年度末で約36％になる。また、地区内において 

名古屋市第二斎場の建設を進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-6-35 志段味地区特定土地区画整理事業の概要 

表2-6-37 茶屋新田土地区画整理事業の概要 

図2-6-36 茶屋新田土地区画整理事業区域図 

注:この図は概要を示したもので、事業計画変更される場合もある。 

地区名 吉根 下志段味 中志段味 上志段味 計

都市計画決定 昭和58.3.25 平成4.3.30 平成7.9.29 平成5.4.9 ―

組合設立認可 昭和59.3.30 平成4.9.8 平成7.12.28 平成5.9.9 ―

施行面積 213.6ha 160.2ha 192.4ha 194.9ha 761.1ha

事業期間（年度） 昭和58～平成20 平成4～平成25 平成7～平成29 平成5～平成29 ―

事業費 約494億円 約422億円 約425億円 約426億円 1767億円

道路率 21.4%(45.7ha) 20.7%(33.1ha) 20.1%(38.6ha) 19.1%(37.3ha) 20.3%(154.7ha)

公園緑地率 5.0%(10.7ha) 5.0%(8.0ha) 6.0%(11.5ha) 5.0%(9.7ha) 5.0%(39.9ha)

宅地面積 149.4ha 111.0ha 135.4ha 123.2ha 519.0ha

集合農地区 9.5ha 5.8ha 2.6ha 1.5ha 19.4ha

都市計画決定 平成19.8.21

組合設立認可 平成20.2.15

施行面積 147.5ha

事業期間（年度） 平成19～平成29

事業費 約327億円

道路率 18.7%(27.6ha)

公園緑地率 4.5%(6.6ha)

宅地面積 109.3ha
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(３) 公共団体施行等による土地区画整理事業 

① 沿革 

公共団体施行等による土地区画整理事業は、次のよう

に行われてきた。 

名古屋市域内の公共団体等による土地区画整理事業は、

戦前からも行われており、中川運河の整備とその土砂を

低地に造成して工場敷地の供給を行う目的で昭和3年（設

立認可申請）に名古屋市単独施行の中川運河沿線土地区

画整理事業を行った。また、昭和12年には、旧都市計画

法第13条の内務大臣による「施行命令」による名古屋駅

前土地区画整理事業（約 38ha）を名古屋市施行で始め、

戦後の復興土地区画整理事業に編入されている。 

また、昭和12年内閣認可を受け、愛知県執行で都北（矢

田川廃川敷）土地区画整理事業（約101ha)を行い昭和16

年に完了している。さらに昭和12年には枇杷島線東部土

地区画整理事業（約 10ha）の「施行すべき区域」の都市

計画決定告示がされ、愛知県知事執行ですすめられた。 

昭和21年度に、復興土地区画整理事業の都市計画決定

が、約 1,333万坪（約 4,406.6ha)の面積でなされた。そ

の後、経済の悪循環、相次ぐ災害、国家財政、地方財政

ともに窮迫をする中で、施行区域を約3,480haに縮小した。

その内容は、平和公園周辺地区を追加したり、現在の白

川公園部分を白川工区として編入したりと区域を変更す

るものであり、その後 10回目の変更により、昭和 44年

に約3,452haを施行区域と決定し、名古屋市長が施行者と

なり実施された。 

 昭和30年度に、猪高西山土地区画整理事業（約97.2ha）

が、日本住宅公団（現在：独立行政法人都市再生機構）

の依頼を受けて、予想される宅地・住宅不足に対応する

ため、名古屋市長施行の土地区画整理事業として都市計

画決定された。 

 また、同年度に、荒子川運河事業が決定されたことか

ら、荒子川運河計画を包含する区域を荒子川土地区画整

理事業として都市計画決定を行った。その後、運河計画

の廃止もあり、区域の縮小を行い、昭和33年度に荒子川

南部土地区画整理事業(約 220ha)、昭和 36年度に荒子川

小碓土地区画整理事業（約 75ha）をそれぞれ事業計画決

定し、名古屋市施行で実施した。 

 昭和 34年度に、鳴子土地区画整理事業(約 67.4ha）が

決定され、日本住宅公団によって施行された。これは、

名古屋市近郊の住宅・宅地不足を補うために、主に集合

住宅の建築を目的として実施された。 

 昭和37年度に、豊田土地区画整理事業（約40.6ha）が、

復興土地区画整理事業の施行区域から除かれた区域を包

含して、国道 247 号を中心とした区域が都市計画決定さ

れ、国庫補助を得て都市改造事業として、名古屋市長施

行により進められた。 

 昭和38年度に、大曽根土地区画整理事業（当初都市計

画決定面積97.05ha）の「土地区画整理を施行すべき区域」

の都市計画決定を行い、その後、復興土地区画整理事業

の区域を編入して112.13haへと変更を行った。都市計画

決定した区域の中から昭和38年度の事業計画決定におい

て、61.39haの区域を定め、都市改造事業の補助を活用し

て名古屋市長施行として事業を始めた。さらに地区の南

側の復興土地区画整理事業の区域を関連地区として一体

で公共団体区画整理事業（73.56ha)として補助を活用し

事業をすすめた。その後、実施計画の変更（平成18年度）

を行い、大曽根土地区画整理事業の施行面積は、73.48ha

と変更している(施行者は名古屋市）。事業の中では、東

大曽根交差点の六差路の解消、名鉄瀬戸線の連続立体化

の用地確保、国道19号のルート変更を行うと共に、木造

密集地の改善と大曽根駅前広場周辺の商業集積をめざし

て実施された。 

 昭和49年度に、日本住宅公団が、宅地開発を目的に徳

重西部土地区画整理事業を、特定土地区画整理事業を視

野に入れた都市計画決定を行い、昭和51年度に、特定土

地区画整理事業（約26.7ha）へと都市計画変更を行った。 

 昭和 54 年度に、鳴海上汐田土地区画整理事業（約

1.9ha）が都市計画決定された。 

 昭和55年度に、名古屋市基本計画に、地域の課題解消

のため、各種事業を総合的にすすめる地区総合整備を行

う地区が位置づけられ、主な事業の 1 つとして土地区画

整理事業が行われた。 

大曽根地区では、大曽根土地区画整理事業の「土地区

画整理を施行すべき区域」の都市計画の決定区域

（112.13ha)の内から、昭和 59 年度に大曽根北土地区画

整理事業の事業計画決定（当初面積22.7ha)を行い事業を

始め、国道19号の拡幅整備、居住環境整備が名古屋市施

行として進められ、次いで地区の北西側の区域を加え、

平成 3年度事業計画変更（面積 29.97ha)を行い、事業が

行われている。 

 筒井地区では、昭和58年度に新出来土地区画整理事業

（約 5.1ha）、昭和 60 年度に筒井土地区画整理事業（約

15.7ha）、昭和60年度に葵土地区画整理事業（約9.7ha）

が、それぞれ都市計画決定された。 

また、有松地区において平成元年度に有松土地区画整
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理事業(約7.0ha)、大高地区において平成4年度に大高駅

前土地区画整理事業(約9.7ha)、米野・名駅南地区におい

て平成11年度にささしまライブ24土地区画整理事業（約

22.1ha）、下之一色地区において平成 17 年度に下之一色

南部土地区画整理事業（約2.4ha）がそれぞれ都市計画決

定された。 

 この後、平成23年度に「名古屋市都市計画マスタープ

ラン」が策定された。「3つのまちづくり戦略」に基づき、

「重点地域」に位置づけられた地域において、平成25年

10月 1日現在、大曽根北、筒井、葵、大高駅前、ささし

まライブ 24、下之一色南部の 6地区で土地区画整理事業

が行われている。 

 

② 復興土地区画整理事業（完了） 

ア 目的・経緯 

  第二次世界大戦により、本市では都心部を中心に当

時の市城の 23％にあたる約 4,000haの区域が灰じんに

帰した。国においては、戦後いち早く復興院を設け、

全国のり災地区復興のため特別都市計画法を制定し、

土地区画整理による復興計画を立案した。 

  本市においても直ちに復興計画の立案に取りかかり、 

積極的に将来に向かって理想的な文化、産業都市を建設

するため、昭和 20年 10月 18日、広く官界、政界及び

民間の学識経験者からなる名古屋市復興調査会を設置

し、計画づくりに着手した。そして、従来の都市計画に

再検討を加え、中部日本の中心都市としての性格と規模

をもち、より生産的で能率性が高く、より文化的で保健、

防災の点にも配慮した基本計画案の確定をみた。 

昭和 21年 6月 27日には、都心部のり災区域を中心

とする関連区域を含めた約 4,400haを復興土地区画整

理事業を施行すべき区域として決定した。続いて昭和

21年 7月、同区域の復興土地区画整理事業を都市計画

事業として決定し、これに着手した。以来、仮換地指

定、建物移転、墓地の移転、地下埋設物、電柱、鉄軌

道移設、街路築造、公園整備などを順次進めた。 

事業は、国の補助を受けて当初 5 か年で完了する予

定で始められたが、昭和22年頃からの経済の悪循環と

相次ぐ災害による国家財政及び地方財政の悪化のもと

で、変更を余儀なくされた。 

国では、いわゆるドッジラインに基づく経済復興自

立策として経済 9 原則を樹立し、それに呼応して戦災

地復興計画基本方針が再検討され、昭和 24 年 6 月 24

日「戦災復興都市計画の再検討に関する基本方針」が

閣議決定された。本市も事業を縮小し、早期収束に重 

点を置き区域の見直しを行ったが、すでに約 90％の   

仮使用地（仮換地）指定を終了していたため、指定を

保留していた戦災による焼失を免れた家屋が密集する

区域及び名古屋城郭内の区域の削除、並びに換地設計

が難しかった桜通線の東部及び千種本町線の幹線街路

2本の幅員の縮小にとどめ、当初の計画を大きく変えず

事業を施行することにした。その後、国鉄（現在のＪ

Ｒ）中央線の立体化、豊田土地区画整理事業、大曽根

土地区画整理事業など他事業の発足に伴い昭和44年に

施行区域を 3,452.1haに変更した（最終施行面積は

3,451.7ha）。 

事業の施行にあたっては、区域が広大であるため、

これを48工区に分け、各工区単位に換地計画を作成す

る方針で進めた。昭和30年代も半ばになると、一部地

区について工事がほぼ完了したので、換地計画の準備

に取りかかり、昭和 38 年に白川工区、続いて昭和 41

年に中第1・第2工区について換地処分を行った。その

後、工事が概成した工区から逐次換地処分及び清算事

務を進めた。 

この事業は、当初、全区域が戦災復興事業として国

庫補助の対象とされ、全体事業費約11億円で発足した

ものであったが、その後、諸物価の高騰、事業の進ち

ょく状況から事業費が増大し、昭和33年度までに約54

億円を執行して戦災復興事業としての補助は打ち切ら

れた。しかし、相当な事業を残すことになったので、昭

和 32 年度から発足した都市改造事業としての補助に切

り替えられた。これを受けて、戦災復興事業の進ちょく

が遅れていた中村第4工区が新幹線計画を契機に、昭和

32年度に駅西都市改造事業地区として採択され、名古屋

駅西周辺の整備を集中的に実施することとなった。 

昭和34年度以降、国の道路整備五箇年計画に基づい

て、重要幹線街路を含む約641haの地区について戦災 

関連都市改造事業に採択されたのをはじめ、特定地区

について、昭和 36年度から昭和 42年度まで毎年ほぼ

１地区ずつ都市改造事業に採択され、国庫補助を受け

施行してきた。 

戦災関連都市改造事業の補助は昭和38年度に打ち切

られ、その残事業は昭和39年度採択の中央・昭穂地区

都市改造事業に吸収された。 

国庫補助事業としては昭和 56 年度ですべて終了し、

その後は都市整備事業（市単費事業）として事業の収

束を図った。 
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法的手続の経緯は次のとおりである。 

昭和21年6月27日  施行区域の決定  4,406.6ha 

昭和21年7月25日  都市計画事業決定 4,406.6ha 

昭和24年5月24日  事業計画決定   3,491.1ha 

また、事業の制度的な沿革は次のとおりである。 

昭和21年6月27日  旧都市計画法に基づく土地区画整 

 理（施行者：名古屋市） 

昭和21年9月23日 特別都市計画法に基づく土地区画

整理（施行者：名古屋市長） 

昭和30年4月1日 土地区画整理法に基づく土地区画 

整理（施行者：名古屋市長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 設計の概要 

この事業の設計は、その規模が大きいだけではなく、

道路、公園の配置、墓地の集中移転などその内容にお

いて他の都市に類をみないものであった。 

設計にあたっては、中心市街地を抜本的に改造する

こと、り災地区の復興だけでなく、関連地区を含めて

総合的に計画すること、副都心の設定を計画すること、

特に保健、防火、防災に留意することなど、本市の基

本方針に基づいて道路、公園その他の公共施設の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図2-6-38 戦災焼失地区と施行区域 
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改善と宅地の利用増進が図られている。 

道路の設計にあたっては慎重な配慮が払われ、将来

の交通需要の増大、運輸の円滑化とともに防災、保健、

美観などに配慮し、さらに将来の建築様式、規模にも

適応させることとした。このような方針に基づき中心

部商業地区にあっては500ｍ、周辺部の住居地域あるい

は工業地域にあっては 1,000ｍ以内の間隔を標準とし

て主要幹線街路を配置し、その中間に補助幹線街路を1

路線設けることとした。特に都心部は東西、南北の 2

本の100ｍ道路でこれを大きく分かち、強力な防災帯的

な役割をもたせている。また、区画街路は、商業地域

及び工業地域内ではいずれも幅員 8ｍ以上を標準とし、

住居地域においては 6ｍ以上を標準として設定してお

り、施行面積に対する街路面積の比率は 29％に及び、

都市機能を最高度に発揮し、将来の発展が大いに期待

できるものであった。  

換地の設計は、戦後、迅速な工事の実施が急がれる

状況にあって、早急に換地予定地を指定する必要に迫

られ実施したが、その方針はおおむね次のようなもの

であった。 

（ア）換地の基本となるべき整理前の土地各筆の地積

は、原則として昭和 20年 8月 15日現在の土地台帳

の地積による。ただし、土地台帳地積と実測地積と

がはなはだしく相違し、これを立証するものがある

ときは考慮する。 

（イ）各筆の画地の標準は、間口3間（5.45ｍ）以上、

地積 30坪（99.17㎡）以上とした。ただし、従来の

盛場等の区域などはこの限りでないこととした。 

（ウ）民有地は平均3割5分減歩とする。 

公園は、市民全般の保健、安息の地であり健全な都

市生活に欠かすことができないものであるので、設計

にあたっては各種の公園を系統的に配し、特に児童公 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

園については、小学校隣接地に配置して「1学区1公園」

を目標にした。また、換地処分をするにあたっては、

これらの公園のほかに、できる限り「どんぐり広場」

を設け、子供の遊び場の確保に努めた。その数は 379

か所、面積10.4haである。 

このほか、街路整備の一環として久屋大通及び若宮

大通の2本の100ｍ道路の中央部に緑地帯を設けた。久

屋大通には現在、久屋広場、リバーパーク等があり、

緑に囲まれた市民の憩いの場所となっている。 

また、都市の中心部における墓地は環境的にも美観

上からも好ましくない存在であり、都市の発展を阻害

する要素ともなることから、市街地の墓地を集中移転

させることとした。市の東部丘陵地帯で東山公園に近

い地域の92ha（平和公園）を移転先とし、そのうち26ha

に施行区域内の墓地の換地を定めて墓碑を移転させ、

残りの 66haを道路及び公園として整備することとした。

道路については中央を南北に走る幅員 20ｍ道路、周囲

に幅員 15ｍの環状道路を設けて交通の便を図り、その

ほか参詣のための区画街路、通路を適宜配置した。 

墓地の換地については、従前面積の 30％増を標準と

して定め、宗派ごとに区域を定めて各寺院に指定した。  

この公園の計画では、風致美観に留意して墓碑の集

積地となるイメージを避けるために、緑地部分を十分 

にとり、単なる墓地としてではなく、公園としての一

体化を図った。現在では、平和堂、伊勢湾台風慰霊碑、

平和公園会館（休憩所）などが設置され、お墓参りに

訪れた市民、また一般市民にも緑に包まれた静かな憩

いの場として親しまれている。 

ウ 事業の実施内容 

昭和 21 年、事業決定と同時に現況測量に着手した。

この測量は、事業計画をはじめ換地設計、建物移転な

どの基礎資料となるもので、短期間のうちに完了させ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施行前 施行後 増減 備考

469.9ha（13.61％） 998.2ha（28.92％） 528.3ha
（　）内は施行面積（3,451.7ha）に
占める道路面積の割合

うち都心部 41.8ha（17.29％） 98.8ha（40.86％） 57.0ha
都心部として中第1・第2工区
（241.7ha）を選定

18か所
45.8ha（1.33ha）

215か所
140.8ha（4.08％）

197か所
95.0ha

（　）内は施行面積（3,451.7ha）に
占める公園面積の割合

19.6ha 25.5ha 5.9ha 市街地にあったものを平和公園に移転

1か所
0.8ha

4か所
4.2ha

3か所
3.4ha

名古屋駅西、千種、鶴舞、金山

38.9ha 36.5ha △2.4ha 中央線、東海道新幹線、その他

種別

道路

公園

墓地

駅前広場

鉄道用地

表2-6-39 復興土地区画整理事業 公共施設等前後対照表 
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なければならなかった。終戦直後の物資欠乏の中で、

測量器材の調達にかかるとともに、測量技術者の確保

を図り、同年度にその95％を終えた。 

続いて、廃虚から立ち上がる市民の復興意欲に呼応

するために、一日も早く市民が宅地として使用できる

ように仮使用地（仮換地）を指定しなければならなか

った。そこで事業施行地区を工区に分け、まず市の中

央部で東西及び南北2本の100ｍ道路計画のある、中第

1・第 2・第 3・第 4の各工区から順次換地設計に着手

し、換地設計ができた中第１工区を昭和 21年 12月に

指定したのを皮切りに、昭和22年 7月までに7工区分

約 441.4haを指定し、昭和24年末には一部周辺部を残

し、全地区の約90％を、そして昭和27年 7月までに残

りの仮使用地指定をほぼ終了した。 

  事業の実施に伴う要移転建物は、非り災建物をはじ

め特殊建築物など約 44,000 戸にものぼった。これは、

広幅員の街路計画にみられるように、他都市に例のな

い大幅な公共施設の整備改善をひとつの目的としたこ

とや、幹線街路が非り災地区によって中断されること

のないよう、できる限り整備したことによる。 

  事業着手後の経済の不安定と社会的悪条件に加えて、

建築資材の不足により移転交渉は難渋の道をたどった

が、昭和20年代半ば過ぎから建物所有者、占有者の事 

業に対する理解も深まり、ようやく軌道に乗り始めた。

昭和56年度の換地処分完了時までに特殊堅ろう建築物

175戸を含む約41,100戸の移転を実施した。その後も

精力的に進め、平成10年度までにこの建物移転（43,145

戸）をほぼ完了した。 

墓地の集中移転は、昭和 22年から始めて昭和 32年

度までに全体計画279寺のうち277寺の墓碑約186,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

墓の移転を実施し、以後、昭和54年度に久国寺の墓碑 

の移転を行っている。 

墓碑の移転については、宗教上の因襲や感情が大き

く支配するうえに、関係寺院のほとんどがり災し、寺

院自体の復興に忙殺されており、これを移転すること

はきわめて困難な状態にあったが、関係仏教各派から

選出された代表者によって名古屋市戦災復興墓地整理

委員会が結成され、この委員会に大多数の寺院が墓地

移転の実務を委任したので、施行者は個々の寺院と直

接に交渉をもつことも少なく、委員会との折衝によっ

て、移転を円滑に進めることができた。 

  最後の難関は換地処分であった。総数69,000人余に

及ぶ関係権利者と社会情勢の変化、特に土地価格の著

しい変動の中での換地処分には、いくつかの困難を伴

ったが、工事概成の早かった白川工区を昭和 38 年に、

中第 1・第 2工区を昭和 41年に行った。その後、工事

概成した工区から逐次実施し、昭和 56年までに 48工

区全てにおいて計 28回にわたる換地処分が完了した。 

  一方、昭和33年度末で戦災復興事業費としての国庫

補助は打ち切られた。事業区域の一部については都市

改造事業地区として従来どおりの国庫補助が認められ

たとはいえ、さらに多額の資金需要が見込まれていた。 

  また、全工区の土地評価の試算から出た価値増は未

指定地の一部を保留地とするのに十分な幅が見込まれ 

たので、保留地を設定することになった。事業計画で

は527,494.43㎡としているが、換地計画作成にあたっ

ては全工区で431,854.37㎡を保留地とした。 

そのほか関連する事業も次のとおり進められた。 

（ア）中央線の複線・立体化 

  名古屋駅から大曽根駅まで、本市の市街地の中央部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面積 執行年度 全体計画

戦災復興 （3,453.9）ha 昭和21～33 5,408,086千円

戦災関連 641.7 34～38 2,708,697

中央・昭穂 523.3 39～43 4,672,393

駅西 56.1 32～43 2,733,190

千種駅東 143.6 37～44 1,282,090

広小路線西部 33.4 36～45 641,730

梅ノ木 31.7 42～45 258,000

大津町線南部 705.6 36～53 5,238,548

清水口 831.7 38～55 8,004,988

菊井 355.7 40～56 7,457,100

計 ― ― 38,404,822

― 21～平成10 75,376,489

3,451.7 ― 113,781,311

都市整備事業
（市単費事業）

合計

事業名

補助事業

表2-6-40 復興土地区画整理事業 全体計画 
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を湾曲して走る国鉄（現在のＪＲ）中央線は、戦前か

ら道路と立体交差していた箇所が広小路線、東郊線な 

ど 4 箇所にとどまっており、そのため、道路との立体

交差化は本市の課題であった。したがって、本事業の

計画策定にあたって、これを組み入れて用地を確保し、

交差部分をすべて立体化した。この工事にあわせて千

種駅の移転、鶴舞駅の整備、金山駅の新設など、本市

の都市機能の向上を図った。 

（イ） 豊田・大曽根土地区画整理事業 

  次第に復興土地区画整理事業の成果が現れるに従っ

て、昭和 24 年の再検討によって除外した区域のうち、

これに密接に関係し、また、整備を緊急に行う必要が

ある地区について事業化を図ることとなった。昭和 37

年に豊田地区、昭和38年に大曽根地区が都市改造事業

として採択されている。（本章6-3(3)⑤⑥参照）  

（ウ） 収束記念事業 

  復興土地区画整理事業が、戦災復興と中部圏の中枢

都市である本市の発展に大きく貢献してきたのを記念

し、その成果を後世に永く伝え、今後のまちづくりに

生かすために記念事業を行った。 

  昭和 56年 8月に完成式を行ったのをはじめとして、

昭和 57年 10月には、アジア地域共通の課題である都

市開発政策の改善に寄与するために「都市開発政策に

関する国際セミナー」を開催し、昭和59年 3月には本

事業の全ぼうを記録した「戦災復興誌」を発刊した。 

  そして平成元年 7 月、名古屋のまちづくりのシンボ

ルとして久屋大通公園（光の広場）に復興事業収束モ

ニュメントを建設した。また、平成11年3月には金山

南ビルに復興記念館「名古屋都市センター」（平成3年

財団法人名古屋都市センター設立。現在は公益財団法

人名古屋まちづくり公社名古屋都市センター）が移転

オープンし、名古屋の新たなまちづくりに寄与する拠

点となっている。（第2編第16章 16-6参照） 

  このように、昭和56年の全工区の換地処分完了から、

一部残された建物等の移転を進めるとともに、道路、

公園整備のレベルアップを図り、特に都心部の100ｍ道

路等のレベルアップとともに、墓地の集中移転が行わ

れた平和公園の再整備の記念事業をもって、平成10年

度に事業を収束した。 

  昭和21年7月の着手以来、実に半世紀の歳月を要し

たが、戦後、いち早く策定された復興計画に基づき、

市民の協力を得て、今日整備された街並みの基盤をつ

くった大事業であった。 

 ③ 猪高西山土地区画整理事業（完了） 

ア 目的・経緯 

猪高西山地区（319,400坪）は、名古屋市の東部の東

山総合公園の東端に隣接する丘陵地にあり、旧市域に

近接した閑静な住宅適地であった。人口が急増する市

街地の宅地・住宅の不足などの緩和策の一環として、

住宅適地の開発を目的に土地区画整理事業を行った。 

猪高西山土地区画整理事業は、当初 294,100 坪（約

97.2ha）の区域を選んで事業を進めたが、地区周辺境

界地附近の土地利用の状況等を再検討し、一部地区を

編入して、土地利用の増進、公共施設の整備改善を行

い、名古屋市長施行の土地区画整理事業を実施した。 

また、当該事業は、昭和 31年 1月 15日、日本住宅

公団（現在の独立行政法人都市再生機構）から土地区

画整理による宅地の開発について協力要請が行われ、

名古屋市の周辺部の開発構想と一致していることから、

事項を内諾し、昭和31年 2月7日、日本住宅公団総裁

から、土地区画整理事業の施行の正式依頼があり、実

施されたものである。 

法的手続の経緯は次のとおりである。 

昭和31年3月5日  都市計画の決定（区域） 

都市計画事業の決定 

同  日  建設大臣から日本住宅公団法第43 

   条第1項に該当する事業の指定を 

   受ける 

昭和31年11月21日  設計認可（土地区画整理法） 

昭和33年3月14日  都市計画変更 約322,000坪 

   （約106.3ha） 

   事業計画変更 2回 

   施行面積約319,400坪(約105.6ha） 

昭和36年3月28日  換地計画決定 

昭和36年4月30日  換地処分の公告 

昭和36年8月10日  清算金分割徴収交付開始 

昭和36年9月16日  区画整理登記完了 

イ 事業の実施内容 

都市計画街路Ⅰ・3・13 号（幅員 25ｍ）、同Ⅱ・2・

61号（幅員16ｍ）、同Ⅱ・2・62号（幅員16ｍ）、同Ⅱ・

2・67 号（幅員 19ｍ、17ｍ、16ｍ、15ｍ）の街路を根

幹として、幅員 12ｍから 4ｍの区画街路を配置して、

地区全般の交通網を確保した。 

また、現況の地形地物を活用して、地区内に 8 箇所

の公園（風致公園（1）近隣公園（1）児童公園（6））、

総面積9,630坪、地区面積の約6.1％の整備を行った。 
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家庭排水の汚水について、分流式により下水処理集

水し、植田川へ放流することとし、下水処理場は地区

南端の保留地に整備をした。市街化することにより増

加する就学児童に対処するため地区内に学校敷地とし

て小学校4,600坪、中学校約4,860坪を確保した。 

当該事業の事業費は、約 461,370,000 円、その内訳

は、日本住宅公団が約 91％、名古屋市が約 9％の割合

で負担を行った。また、日本住宅公団は、本地区内の

宅地造成を行い約 2,500 戸の集団住宅を完成させ新市

街地の実現を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 荒子川土地区画整理事業（完了） 

名古屋市西南部の荒子川沿岸一体の地域は、名古屋港に

接する恵まれた工業的立地条件を有しながら、その広大な

地域が湿田地帯として未開発のまま取り残されていた。 

大正 13年（1924年）、荒子川運河の都市計画決定後、

昭和29年には荒子川運河事業が決定されたことから、昭

和 31 年 3 月 5 日に荒子川運河計画の全線を包含する約

2,843,000坪(約940ha)を「土地区画整理事業を施行すべ

き区域」として都市計画決定をした。 

中川運河の成功例に倣って、荒子川運河の計画用地を

確保し、運河事業と共に工場用地の造成を目的とした。   

その後、中川区、港区からも土地区画整理事業の施行

希望があり、都市計画幹線街路1・2・21(稲永埠頭線）の

整備の必要性もあり、昭和 37年 2月 12日に、施行区域

を約2,976,000坪(約983.8ha)に区域の変更を行った。 

しかし、荒子川運河計画の変更に伴い施行区域の変更

を行った。昭和40年8月28日、約1,698,000坪（約562ha）

に縮小した。昭和42年9月には、荒子川運河は1等第2(本 

線）と3等第4（中川運河との連絡横運河）を残して廃止

が決定され、昭和44年4月に荒子川南部地区、小碓地区

を除き、他の地区の計画を廃止した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-6-41 猪高西山土地区画整理事業区域図 

面積（㎡） 割合（％） 面積（㎡） 割合（％）

公共用地 46,790.87 4.43 252,828.52 23.94 道路・公園・水路

民　有　地 990,571.20 93.82 540,545.65 51.20

保　留　地 ― ― 262,524.95 24.86

測　量　増 18,537.05 1.75 ― ―

総　　　計 1,055,899.12 100.00 1,055,899.12 100.00 換地率54.6%

種　類　別
施　行　前 施　行　後

備　考

表2-6-43 猪高西山土地区画整理事業 施行前後対照表 

図2-6-44 荒子川土地区画整理事業区域図 

表2-6-42 猪高西山土地区画整理事業 事業概要 

都市計画決定 昭和31年3月5日

事業計画決定 昭和31年11月28日

換地処分公告 昭和36年4月30日

施　行　面　積 105.6ha

施　行　地　区
(施行当時の町名）

千種区猪高町西山、昭和区天白町植田

事　　業　　費 約461百万円

公共施設の内容 街路、公園、用排水路、上下水道

減　　歩　　率 45.4%
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（名古屋市住宅都市局） 

ア 荒子川南部土地区画整理事業（完了） 

（ア）目的・経緯 

 名古屋市西南部に位置する荒子川の沿岸一体は、名

古屋港に接する恵まれた工業的立地条件を有しながら、

その広大な地域が湿田地帯として未開発の状態であっ

たため、名古屋港に接する荒子川南部の重要な地区と

して、名古屋港及び臨海工業地帯後背地に内陸中小企

業団地として開発することを目的とし、公共用地の確

保と共に工場用地の造成を行った。 

  昭和34年3月5日に約682,400坪（約225.6ha)を荒

子川の東部を第 1工区、西部を第 2工区として、名古

屋市施行としての事業計画の決定を行い、事業に着手

した。 

  当該地区は 6 割以上を占める水田が広がった地区で

あり、平均地盤高は、Ｎ.Ｐ(名古屋港平均朔望干潮位）

＋0.3ｍであったため、昭和 34 年 9月の伊勢湾台風に

より、甚大な被害をもたらした。そのため昭和 35年 6

月Ｎ.Ｐ＋1.3ｍに地盤高を全面的に嵩上げする事業計

画の変更を行った。庄内川河口の浚渫土砂をポンプで

圧送し、名古屋港管理組合が施行を行い、昭和 37年 3

月に第 1工区、昭和 38年 12月に第 2工区が盛土の完

成をした。 

  当該土地区画整理事業では、名四国道(国道23号) 

 の用地確保を行い、建設省より公共施設管理者負担金を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受けると共に、保留地処分により事業費を捻出している。 

保留地は、経済局の荒子川中小企業団地用地分譲斡

旋要綱に定められた目的を果たすために、名古屋市土

地開発公社を窓口に、名古屋鉄鋼商工共同組合を始め

工場、倉庫などの用途に処分を行った。 

法的手続の経緯は次のとおりである。 

昭和31年3月5日  都市計画区域決定 

   面積2,843,000坪  

昭和34年1月9日  施行規程を条例として公布 

昭和34年2月28日  事業計画について建設大臣認可 

昭和34年3月5日  事業計画決定公告 

   名古屋都市計画荒子川南部土地区 

   画整理事業 

   施行面積2,200,000㎡で事業着手 

昭和35年6月10日  事業計画変更決定公告 

（嵩上げの決定） 

昭和37年12月8日  第1工区仮換地指定 

昭和40年4月7日  第2工区仮換地指定 

昭和40年5月30日  第1工区 換地処分の公告 

昭和40年8月20日  第一回換地清算金徴収交付開始 

          昭和43年2月完了 

昭和42年10月27日  事業計画変更決定の公告 

昭和43年3月25日  第2工区 換地処分の公告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-6-45 荒子川南部土地区画整理事業区域図 



都市計画概要 2013 第 2編 第 6章 市街地の開発整備 

（名古屋市住宅都市局） 

（イ）事業の実施内容 

都市計画街路（1・2・1 号、2・1・9 号、2・1・11

号）の整備、補助幹線として幅員11ｍから20ｍの街路

を根幹として幅員10ｍから4ｍの区画街路を配置した。

地区内街路延長は約33,750ｍとなった。 

また、5箇所の公園を地区周辺部の住宅地に近くに配置

し、地区面積の2.42％にあたる53,745㎡の公園を整備し

た。 

当該地区は、Ｎ.Ｐ＋1.3ｍに嵩上げを行い、運河用

地の確保とともに低湿地帯であるため、用排水路が多

く、既設水路を改良、新設を行った。第 1 工区は街路

幅員内に管渠を、西側地区界沿いに開水路を設け、第2

工区は街路幅員内に管渠を設けると共に開水路を設け、

水路幅は40ｍから2ｍで延長3,490ｍを整備した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面積（㎡） 割合（％） 面積（㎡） 割合（％）

道路 98,247.01 4.43 403,436.78 18.17

公園 ― ― 53,745.46 2.42

運河 ― ― 181,760.06 8.19

その他 138,629.92 6.24 88,312.70 3.98

計 236,876.93 10.67 727,255.00 32.76

民有地 1,872,875.60 84.37 1,002,740.50 45.17

国有地 41,485.85 1.87 19,600.00 0.88

準国有地 8,647.93 0.39 13,897.52 0.63

計 1,923,009.38 86.63 1,036,238.02 46.68

― ― 456,440.86 20.56

60,047.57 2.7 ― ―

2,219,933.88 100 2,219,933.88 100

施　行　後

公共用地

保　留　地

測　量　増

合　　計

宅地

種　類　別
施　行　前

表2-6-46 荒子川南部土地区画整理事業 事業概要 

表2-6-47 荒子川南部土地区画整理事業 施行前後対照表 

都市計画決定 昭和31年3月5日

事業計画決定 昭和34年3月5日

換地処分公告
昭和40年5月30日（第1工区）
昭和43年3月25日（第2工区）

施　行　面　積 約222ha

施　行　地　区
(施行当時の町名）

（第1工区）

港区寛政町、本宮町、大手町、熱田前新田、
幸町、中之島通、遠若町、品川町の各一部

（第2工区）
港区善進町、寛政町、十一屋町の各一部

事　　業　　費 約2,567百万円

公共施設の内容 名四国道、名古屋環状線、水路、公園5ヶ所

減　　歩　　率 46.11%



都市計画概要 2013 第 2編 第 6章 市街地の開発整備 

（名古屋市住宅都市局） 

イ 荒子川小碓土地区画整理事業（完了） 

（ア）目的・経緯 

本地区は、国道 1号の南側に位置し、荒子川土地区

画整理事業の一部として昭和31年3月5日に都市計画

決定が行われた。臨海工業地帯と都心とを結ぶ地域と

して荒子川流域一帯は地理的に重要な位置を占めてい

たが、地区の 7割が水田として利用され、なんら都市

的改良が行われず、未開発の状態であった。名古屋港

中央埠頭から約 4 km、名古屋駅から約 7km に位置し、

地区開発の目的として、準工業地域として臨海工業地

帯に進出する基幹産業の関連中小企業の工場群を誘致

し、都心とも連繋される地区整備をめざした。 

    地区の地形は、北部より南部に向かって、7,000分

の１の緩傾斜をもった平坦地で庄内川より流出した土

砂の堆積によって逐次干拓された土地で、Ｎ.Ｐ＋0.4

ｍから 0.9ｍの地盤高であり、伊勢湾台風時に長期冠

水した地区である。荒子川南部土地区画整理事業のよ

うにＮ.Ｐ＋1.3ｍ程度の嵩上げ計画ではなく、地区が

建築物の地盤面の高さＮ.Ｐ＋1.0ｍ以上を「名古屋市

災害危険区域に関する条例」(昭和36年)の規程による

第 4 種地域にあたることから、街路計画高をＮ.Ｐ＋

1.0ｍとして街路築造を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地区画整理事業の区域は、荒子川運河 3等第 1に

対応する設計であったが、昭和40年8月に運河計画と

事業が廃止となったため、土地区画整理事業において

も、運河の廃止、運河の代替施設となる都市計画街路

1・3・13(高畑線、幅員 13ｍ)に設計変更し、事業計画

の変更を行った。 

法的手続の経緯は次のとおりである。 

昭和31年3月5日  都市計画の決定 

      面積 2,843,000坪 

昭和37年2月12日  区域変更決定 

   面積 2,976,000坪 

昭和37年3月16日  施行規程を条例として公布 

昭和37年3月28日  設計認可（事業計画について建設 

                  大臣認可） 

昭和37年3月31日  事業計画決定 

   面積 約225,400坪 

昭和37年9月5日  土地区画整理審議会委員選任 

昭和39年7月23日  設計変更認可 

昭和39年8月26日  仮換地指定 

昭和39年10月9日  地形計画変更 

昭和40年8月28日  名古屋都市計画運河の変更及び 

   廃止並びに同運河事業の廃止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-6-48 荒子川小碓土地区画整理事業区域図 



都市計画概要 2013 第 2編 第 6章 市街地の開発整備 

（名古屋市住宅都市局） 

昭和40年8月28日  区域変更決定 

   面積1,698,000坪 

昭和41年2月10日  事業計画変更 

昭和43年2月19日   換地計画を定めるための審議会 

    附議 

昭和43年3月25日  換地処分公告 

（イ）事業の実施内容 

都市計画街路 1・3・10号(東海橋線）幅員 24.54ｍ、

1・3・13 号(高畑街線）幅員 30ｍの用地を土地区画整

理事業により確保し、工事は別途街路事業として施行

された。また、こうした街路と都市計画街路 2・1・9

号(中郷十一屋線）幅員 20ｍを根幹として、幅員 17ｍ

から4ｍの区画街路を配置して、地区全般の交通網を確

保した。 

また、児童公園を誘致距離 200ｍから 350ｍとして、

6箇所配置し、地区面積の 3％にあたる 22,341㎡を整

備した。 

  排水を確保するために、用排水路を幅5ｍから0.5ｍ

で道路幅員内に側溝を兼ねて敷設した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-6-49 荒子川小碓土地区画整理事業 事業概要 

都市計画決定 昭和31年3月5日 

事業計画決定 昭和37年3月31日 

換地処分公告 昭和43年3月25日 

施 行 面 積 約74.8ha 

施 行 地 区 

(施行当時の町名） 

港区小碓町、当知町、入場町、正保町、

川西通及び中川区中島新町の各一部 

事  業  費 約437百万円 

公共施設の内容 
都市計画街路高畑町線、東海橋線、 

公園6ヶ所 

減  歩  率 33.47% 

表2-6-50 荒子川小碓土地区画整理事業 施行前後対照表 

面積（㎡） 割合（％） 面積（㎡） 割合（％）

道路 27,747.18 3.71 178,578.94 23.87

公園 ― ― 22,340.93 2.99

その他 27,207.93 3.64 25,937.45 3.46

計 54,955.11 7.35 226,857.32 30.32

民有地 667,993.52 89.92 444,208.10 59.38

国有地 4,694.21 0.63 3,289.26 0.44

計 672,687.73 89.29 447,497.36 59.82

― ― 73,745.45 9.86

20,457.29 2.73 ― ―

748,100.13 100 748,100.13 100

種　類　別
施　行　前 施　行　後

公共用地

宅地

  保　留　地

  測　量　増

合　　　計



都市計画概要 2013 第 2編 第 6章 市街地の開発整備 

（名古屋市住宅都市局） 

⑤ 豊田土地区画整理事業（完了） 

ア 目的・経緯 

豊田地区は、南区の北端にあたり、都心から約 6 ㎞

に位置し、国道247号を中心とする約40.6haの地区で

あり、地区の東部を名鉄常滑線が南北に縦断している。 

  この地区は、戦災で焼失した地区であったため、一

旦は復興土地区画整理事業区域に含まれたが、昭和 24

年の同事業の見直しの際に区域除外された地区であっ

た。しかし、この地区は都心と南部工業地帯、及び知

多半島方面を結ぶ交通の要衝であり、国道 247 号（名

古屋～半田～豊橋）は、都心を縦貫する国道19号、22

号の延長として都心と南部工業地帯とを直結する計画

幅員40mの重要幹線であるが、新堀川に架かる内田橋か

ら南へかけての1.2kmの間は、密集家屋で占められ、か

つ、狭幅員のまま取り残されていた。また、 

地区を横断する幅員 24ｍの都市計画道路東海橋線も同

様の状況にあり、さらに、これらと平面交差し、地区

を東西に分断する名鉄常滑線も交通渋滞を深刻なもの

としており、地区の発展が妨げられていた。 

  このため、昭和 37年度に豊田土地区画整理事業が国

道247号を中心に約40.6haの区域で都市計画決定され、

都市改造事業国庫補助を得て整備することとなった。 

  法的手続の経緯は次のとおりである。 

昭和38年3月16日  都市計画決定 

昭和38年6月20日  都市計画事業決定 

昭和39年8月18日  事業計画決定 

昭和41年12月13日  仮換地指定（第1次） 

昭和42年2月23日  仮換地指定（第2次） 

昭和44年3月3日  仮換地指定（第3次） 

昭和60年7月24日  第8回事業計画変更（最終） 

昭和60年11月2日  換地処分 

イ 事業の実施内容 

   幅員8ｍであった旧知多街道を、幅員40ｍの都市計

画道路伏見町線に拡幅するとともに、堀川と大津町線

をまたぐ新内田橋を架橋した。（関連事業として、新内

田橋高架橋築造事業。）都市計画道路東海橋線の新設整

備を行った。その他の都市計画道路 5 路線及び区画道

路の整備、3箇所の児童公園の新設、コミュニティセン

ターの建設等を行った。 

本事業では、施行後の宅地の価額の総額が、施行前

と比較して減少することとなった。このため、減価補

償金により、税務署跡地、四条・氷室の池、豊田本町

駅前の池を買収した。このうち、税務署跡地は宅地造

成し換地指定した。四条・氷室の池は埋め立て、宅地

造成し、換地指定した。豊田本町駅前の池は埋め立て

後、駅前広場の整備、道路の整備、及び商店街関係地

として換地指定を行った。 

名鉄常滑線を高架にし、都市計画道路、区画道路と

立体交差とした。（関連事業として、名鉄常滑線連続立

体交差事業として実施。）旧知多街道沿いの商店街を内

田橋から豊田本町駅へのＬ字形に新設された道路沿い

に再配置するために商店街の集団移転を行った。 

豊田本町駅前の空閑地に大規模な商業協同ビルを実

現した。これは、商店街の有志約40名が参画し、日本

住宅公団(現在の独立行政法人都市再生機構)、県商工

部（現在の産業労働部）、市建築局（現在の住宅都市局）

等の連携により、防災建築街区造成事業として実施さ

れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図2-6-51 豊田土地区画整理事業区域図 
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（名古屋市住宅都市局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-6-53 豊田土地区画整理事業 施行前後対照表 

地積（㎡） 割合（％） 筆数（筆） 地積（㎡） 割合（％）

道路 75,540.13 18.42 ― 152,787.42 37.26

公園 ― ― ― 4,432.20 1.08

計 75,540.13 18.42 ― 157,219.62 38.34

民有地 327,166.69 79.79 2,314 246,637.64 60.15

国有地 72.72 0.02 1 ― ―

準国有地 6,959.60 1.70 55 6,174.32 1.51

計 334,199.01 81.51 2,370 252,811.96 61.66

292.44 0.07

410,031.58 100.00 410,031.58 100.00合計

種目
施行前 施行後

公共用地

宅地

測量増

表2-6-52 豊田土地区画整理事業 事業概要 

都市計画決定 昭和38年3月16日

事業計画決定 昭和39年8月18日

換地処分公告 昭和60年11月2日

施　行　面　積 約41ha

施　行　地　区
(施行当時の町名）

南区豊門町一丁目から三丁目まで全部及び四丁目、五丁目の各一部
豊中町一丁目の一部及び二丁目の全部
豊郷町三丁目から七丁目の各全部
明治町一丁目の一部
江戸町一丁目の全部及び二丁目、三丁目の各一部
南陽通一丁目の一部
二条通一丁目の一部
屋敷町一丁目の全部及び二丁目の一部
道徳本町一丁目の一部
道徳北町三丁目の一部
上通町北一丁目、一丁目及び南一丁目の各一部
中通町北一丁目、一丁目の各一部
紀左ヱ門通り四丁目の一部
豊田町字氷室道西、字屋敷裏、字裾通、字北蒲田、字西蒲田、字タ
ノ割、字ヨノ割、字カノ割、字ワノ割、字ルノ割、字ヲノ割、字チ
ノ割、字トノ割、字レノ割、字大手堤、字一ノ割、の各全部、並び
に字五ノ割、字ロノ割及び字氷室道東の各一部
四条町三丁目の一部

事　　業　　費 約9,552百万円

公共施設の内容 都市計画道路伏見町線始め7路線、公園3ヶ所

減　　歩　　率 全体24.4%（公共施設充当用地を先行取得した減歩率は13.9%）



都市計画概要 2013 第 2編 第 6章 市街地の開発整備 

（名古屋市住宅都市局） 

⑥ 大曽根土地区画整理事業（完了） 

ア 目的・経緯 

大曽根地区の中心である東大曽根交差点は、国道 19

号をはじめとする主要街路が集中して六差路となって

おり、あわせて名鉄瀬戸線が平面交差で近接し、加え

て名古屋環状線が国鉄（現在のＪＲ）中央線と立体交

差していたが、桁下高が不十分で幅員が狭あいなため、

自動車交通の増加に伴い交通の難所となっていた。 

また、本地区は、復興土地区画整理事業施行区域に

隣接した家屋密集地であり、公共施設等の整備も立ち

遅れていた。さらに名鉄瀬戸線が平面で斜交しており、

交通の安全、土地利用及び防災的にも憂慮されていた。  

ＪＲ中央線の架道橋増改築、名鉄瀬戸線の立体交差

化並びに国道19号その他都市計画道路、区画街路、大

曽根駅前広場等の公共施設の整備改善を図るとともに、

宅地の利用増進を図ることとした。 

法的手続の経緯は次のとおりである。 

昭和38年10月4日  都市計画決定  

昭和42年11月1日  事業計画決定  

昭和45年1月～昭和47年1月  仮換地指定 

平成16年11月19日  換地処分 

イ 設計の概要 

  本地区には、都市計画道路葵町線をはじめ12本の都

市計画道路及びＪＲ中央線、名鉄瀬戸線の大曽根駅を

中心に交通の結節点としての計画等があり、これらを

根幹として公共施設を配置した。大曽根駅前広場周辺

は商業が集積する地区として建物の高層化を予想し、

これに適するよう幅員16～20mを、その他の商業地、工

業地にあっては 8～15m、住宅地では 6mを標準として

各々道路を配置した。ほかに児童公園2か所を設置し、

また、ＪＲ中央線大曽根架道橋増改築工事を行い、さ

らに名鉄瀬戸線を高架構造（関連事業として昭和58年

8月完成）として移設するとともに、地下埋設物等の都

市基盤施設の整備に留意した。 

ウ 事業の実施状況 

昭和38年度から大曽根都市改造事業地区として、大

曽根土地区画整理事業区域約 61.1haと隣接した復興土

地区画整理事業区域（関連地区）の一部、面積約12.4ha

を加えた約 73.5haが、国庫補助事業として整備されて

いる。 

都市計画道路葵町線はじめ 12路線の延長 6.5km、区

画道路 12.4km、特殊街路 0.6kmの築造工事及びこれに

伴う上下水道、電柱、ガス等占用物件の移設工事、児

童公園2か所2,843㎡の築造工事を施工した。 

このほか、大曽根西駅前広場については、地下自動

車駐車場、地下自転車駐車場等を整備し、関連事業と

して雨水調整池（下水道事業）の整備を行った。 

なお、大曽根東駅前広場については、地下自転車駐

車場（平成10年4月利用開始）及び関連事業としてガ

イドウェイバス（平成13年3月開業）の駅舎等の整備

を行った。 

大曽根商店街西側地区は昭和63年8月に全国で初め

ての大規模な建物の一斉移転を行い、建物の位置、形

態及び色彩等について一定のルールを定め、ユニーク

なまちづくりを行政、地元が一体となって進めた。そ

して、世界デザイン博覧会協賛事業の一環として、平

成元年9月、「ＯＺモール」として再生した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-6-54 大曽根土地区画整理事業区域図 
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表2-6-55 大曽根土地区画整理事業 事業概要 

都市計画決定 昭和38年10月4日 

事業計画決定 昭和42年11月1日 

換地処分公告 平成16年11月19日 

施 行 面 積 約73.5ha(関連地区約12.4haを含む) 

施 行 地 区 

東区山田東町1丁目から3丁目までの各全部 

矢田町3丁目、字柳原及び字宮前の各全部 

矢田町2丁目、4丁目から6丁目まで及び字村内の各一部 

東大曽根町本通6丁目及び字永符の各全部 

東大曽根町本通7丁目、東1丁目、中4丁目、南4丁目及び字東沖の各一部 

北区東大曽根町上4丁目、上5丁目、中3丁目、中4丁目、本通1丁目から本通6丁目

までの各全部 

東大曽根町上2丁目及び上3丁目の各一部 

古径町の一部 

平安通4丁目の一部 

山田町1丁目及び2丁目の各全部 

山田町3丁目から5丁目までの各一部 

報徳町の一部 

山田西町1丁目及び3丁目の各一部 

矢田町1丁目の一部 

山田北町1丁目の一部 

上飯田東町1丁目の一部 

事  業  費 約42,025百万円 

公共施設の内容 都市計画道路葵町線始め12路線、公園2ヶ所 

減  歩  率 23.45%（公共施設充当用地を先行取得した減歩率は13.68%） 

表2-6-56 大曽根土地区画整理事業 施行前後対照表 

地積 割合 地積 割合

㎡ ％ ㎡ ％

道路 163717.11(※) 26.81 229,334.46 37.55

公園 ― ― 2,843.46 0.47

水路 8,455.21 1.38 ― ―

計 172,172.32 28.19 232,177.92 38.02

民有地 402,235.21 65.87 347,518.92 56.90

国有地 1,726.81 0.28 1,418.76 0.23

地方公共団体

所有地
34,515.44 5.65 29,596.55 4.85

計 438,477.46 71.80 378,534.23 61.98

62.37 0.01 ― ―

610,712.15 100.00 610,712.15 100.00

(※)公共施設充当用地（55,964.63㎡）を含む

施行後

宅
地

公

共

用
地

測量増

合計

種目
施行前
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（名古屋市住宅都市局） 

⑦ 鳴海上汐田土地区画整理事業（完了） 

ア 目的・経緯 

鳴海上汐田地区は名古屋市の南東部にあたる緑区の

西方に位置し、二級河川扇川と名鉄名古屋本線とに囲

まれた約1.9haの地区である。堤防敷と鉄道盛土敷に囲

まれ、浸水被害を受けやすく、低地で木造家屋が密集

しており、生活道路が狭いことや、下水道が未整備で

あることから排水状態も良好とはいえない状況であっ

た。また、地区を分断する形で都市計画道路高針大高

線が決定されており、整備が急がれていたが、当該道

路の整備のみによっては地区内の居住環境の改善を図

ることが見込めなかったので、面的に地区を整備する

土地区画整理事業により都市計画道路及び生活関連公

共施設の整備改善を行い、地区周辺の交通渋滞の緩和、

地区内の居住環境の改善を図ることとした。 

法的手続の経緯は次のとおりである。 

昭和54年12月1日  都市計画決定（施行区域の決定） 

昭和56年3月5日  事業計画決定 

昭和57年2月4日   仮換地指定（第1回） 

昭和60年4月10日  仮換地指定（第2回） 

昭和61年4月23日  仮換地指定（第3回） 

昭和63年4月30日  換地処分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 事業の実施内容 

都市計画道路高針大高線（計画幅員 25ｍ）、またこれ

を基幹として区画道路幅員 4ｍ～6ｍを宅地の利用に適

するよう配置した。高針大高線の計画高は、扇川堤防高、

名鉄名古屋本線の高さであるため、地盤を 3ｍ盛土し、

また高針大高線以西も 3ｍの盛土工事を行い、その地区

周囲に区画道路を整備した。高針大高線の東側に側道を

設け、隣接して児童公園2箇所約0.06haを配置した。 

低地であるため、浸水対策として雨水貯留槽を上汐

田教育集会所の地下に築造した。 

地区の総合的土地利用を考慮して、街区の規模は、

長辺80ｍ～100ｍ、短辺15ｍ～40ｍを標準とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-6-57 鳴海上汐田土地区画整理事業区域図 
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地積（㎡） 割合（％） 筆数（筆） 地積（㎡） 割合（％）

道路 1,803.22 9.4 ― 5,029.09 26.2

堤塘 2,445.82 12.8 ― 2,311.89 12.1

水路 288.88 1.5 ― 0.00 0.0

公園 ― ― ― 581.67 3.0

計 4,537.92 23.7 ― 7,922.65 41.3

民有地 13,929.15 72.6 128 11,256.61 58.7

国有地 568.16 3.0 ― ―

準国有地 ― ― ― ― ―

計 14,497.31 75.6 128 11,256.61 58.7

144.03 0.7

19,179.26 100.0 19,179.26 100.0合計

種目
施行前 施行後

公共用地

宅地

測量増

表2-6-58 鳴海上汐田土地区画整理事業 事業概要 

表2-6-59 鳴海上汐田土地区画整理事業 施行前後対照表 

都市計画決定 昭和54年12月1日

事業計画決定 昭和56年3月5日

換地処分公告 昭和63年4月30日

施　行　面　積 1.9ha

施　行　地　区 緑区鳴海町字上汐田の一部

事　　業　　費 約1,897百万円

公共施設の内容 都市計画道路高針大高線、公園2ヶ所

減　　歩　　率 23.11％（公共施設充当用地を先行取得した減歩率は約7％）
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（名古屋市住宅都市局） 

⑧ 新出来土地区画整理事業（完了） 

ア 目的・経緯 

新出来地区は、ＪＲ名古屋駅から東へ約4.5km、東区

の中央部に位置し、江戸時代の職人町に端を発する古

くからの住宅市街地である。地区の北端を東西に走る

新出来町線には基幹バスが通っており、周辺には北に

徳川園、東に明倫小学校があり、今でも江戸時代の町

屋をしのばせる町並みがところどころに残っている。  

しかし、本地区は第二次世界大戦の空襲による焼失

を免れ、戦後の復興土地区画整理事業の施行区域から

除外されたため、狭あいな道路がそのまま残り、しか

も老朽化した木造住宅が密集し防災上非常に危険な状

況にあった。 

法的手続の経緯は次のとおりである。 

昭和58年11月14日   都市計画決定 

昭和59年3月24日   事業計画決定 

昭和61年10月1日   仮換地指定 

平成15年12月   換地処分 

イ 設計の概要 

都市計画道路新出来町線（計画幅員30ｍ）、車道町線

（計画幅員 15ｍ）を拡幅整備するとともに、中央部に

街区公園（1,502㎡）を配置する。 

新出来町線沿道を商業業務地に、車道町線沿道は最

寄店舗を中心とした近隣商業地に、その他を住宅地と

する。 

また、合併施行の密集住宅市街地整備促進事業は平

成 11年度に完了している。（第 2編第14章 14-4(3)①

参照） 

 ウ 事業の実施状況 

中央部に配置された新出来西公園（愛称 せせらぎ

公園）を整備する際には、地区住民の意見を広く反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

させるとともに、公園に対する愛着心を育て、自主的

な管理への参加意欲を高めるため、ワークショップの

手法を取り入れた。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-6-61 新出来土地区画整理事業 事業概要 

都市計画決定 昭和58年11月14日 

事業計画決定 昭和59年3月24日 

換地処分公告 平成15年12月5日 

施 行 面 積 約5.1ha 

施 行 地 区 
東区新出来一丁目、新出来二丁目、車道

町、筒井一丁目、新出来町の各一部 

事  業  費 約3,364百万円 

公共施設の内容 
都市計画道路車道線始め3路線、 

公園1ヶ所 

減  歩  率 
14.94%（公共施設充当用地を 

先行取得した減歩率は12.68%） 

図2-6-60 新出来土地区画整理事業区域図 

表2-6-62 新出来土地区画整理事業 施行前後対照表 

地　　　積 割　合 筆　数 地　　　積 割　合

道　　　　路 6,357.19 12.6% ― 11,457.83 22.7%

公　　　　園 ― ― ― 1,502.09 3.0%

計 6,357.19 12.6% ― 12,959.92 25.6%

民　 有　 地 43,588.91 86.2% 234 37,294.52 73.8%

国　 有 　地 584.68 1.2% 11 294.89 0.6%

準 国 有 地 ― ― ― ― ―

計 44,173.59 87.4% 245 37,589.41 74.4%

18.55 0.0% ― ― ―

50,549.33 100.0% 245 50,549.33 100.0%

公
共

用
地

宅
地

測　量　増

合　　 　計

種　　　目
施　　　行　　　前 施　　　行　　　後



都市計画概要 2013 第 2編 第 6章 市街地の開発整備 

（名古屋市住宅都市局） 

⑨ 大曽根北土地区画整理事業 

ア 目的・経緯 

大曽根北地区は、本市の旧市街地の北東部に位置し、

矢田川左岸に接している。その面積は約 51haで、ほぼ中

央を南北に都市計画道路赤萩町線（国道19号）が縦断し､

中央で都市計画道路堀越天神橋線と交差している。  

区画道路は幅員0.9 mから9ｍで自動車交通上支障の

あるものが多く、交通事故の危険性も高かった。その

うえ、地区内全体に老朽化した木造建物も密集してお

り、防災上、生活環境上憂慮すべき状況であった。 

このような本地区の状況を改善するため、昭和38年

10月 4日、大曽根土地区画整理事業と同時に土地区画

整理事業を施行すべき地域として都市計画決定された

が、未着手のままとなっていた。 

法的手続の経緯は次のとおりである。 

昭和59年3月23日   本地区の中央部約2.7haが国庫 

 補助事業として採択 

昭和60年2月15日 事業計画決定 

昭和63年3月 仮換地指定 

平成4年1月 隣接地区(上飯田東町3～5 丁目)

約7.3haを合併編入 

平成6年3月 編入地区の仮換地指定 

イ 設計の概要 

赤萩町線（現況幅員 15ｍ、計画幅員 30～47ｍ）、堀

越天神橋線（現況幅員10～15ｍ、計画幅員15ｍ）の改

良とともに地区内生活道路の全面的な改善、街区公園

（5か所）の新設も行い、地区内居住環境の整備改善を

図り、宅地規模の適正化や敷地の整形化を行い、宅地

の利用増進を図る。 

また、住宅市街地総合整備事業を合併施行する。（第

2編第 14章 14-4(3)⑤参照） 

ウ 事業の進ちょく状況 

昭和63年3月に仮換地指定を行って以降、赤萩町線

を中心に建物移転を行い、事業を進めている。 

地区全体では約 9 割の建物移転が完了し、道路整備

も順次進めている。 

なお、赤萩町線の整備については、平成17年度に完

了している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-6-64 大曽根北土地区画整理事業 事業概要 

都市計画決定 昭和38年10月4日 

事業計画決定 昭和60年2月15日 

施 行 面 積 約30.0ha 

施 行 地 区 

北区上飯田東町1丁目、2丁目、5丁目の

各一部及び3丁目、4丁目の全部 

上飯田南町4丁目の一部 

矢田町1丁目の一部 

山田町3丁目、4丁目の各一部 

山田北町1丁目、2丁目の各一部 

山田西町3丁目の一部 

事  業  費 22,500百万円 

公共施設の内容 
都市計画道路赤萩町線（国道19号） 

始め7路線、公園5ヶ所 

減  歩  率 
18.25%（公共施設充当用地を先行取得した

減歩率は13.41%） 

 

 

 

図2-6-63 大曽根北土地区画整理事業区域図 
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表2-6-65 大曽根北土地区画整理事業 施行前後対照表 

地積 割合 地積 割合

㎡ ％ ㎡ ％

道路 36,851.25 12.30 80,322.06 26.80

公園 642.31 0.21 5,020.00 1.68

計 37,493.56 12.51 85,342.06 28.48

民有地 260,044.22 86.77 213,907.55 71.37

国有地 549.75 0.18 455.57 0.15

計 260,593.97 86.95 214,363.12 71.52

1,617.65 0.54 ― ―

299,705.18 100.00 299,705.18 100.00

施行後

宅

地

公

共
用

地

測量増

合計

種目
施行前
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（名古屋市住宅都市局） 

⑩ 筒井土地区画整理事業 

 ア 目的・経緯 

筒井地区は、江戸時代の武家町に端を発する古くか

らの住商混合市街地であり、北は筒井商店街、南は桜

通に接し、南北に車道商店街を抱え込んでいる。 

しかし、本地区は第二次世界大戦の空襲による焼失

を免れ、戦後の復興土地区画整理事業の施行区域から

除外されたため、狭あいな道路がそのまま残り､しかも

老朽化した木造住宅が密集し防災上非常に危険な状況

にあった。 

法的手続の経緯は次のとおりである。 

昭和61年3月31日  都市計画決定 

昭和61年11月21日  事業計画決定 

平成元年12月6日  仮換地指定 

イ 設計の概要 

都市計画道路車道町線(計画幅員15m)､手代町線(計 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

画幅員16ｍ）を拡幅整備するとともに､中央部と東部に

各 1々か所ずつ計2か所（2,700㎡）の街区公園を配置

する。 

桜通線沿道を商業業務地に、車道町線沿道は最寄店

舗を中心とした近隣商業地に、その他を住宅地とする。 

  減歩率は12.35％である。（減価補償金により11.03％

に緩和する。） 

  また、住宅市街地総合整備事業を合併施行する。（第

2編第 14章 14-4⑥参照） 

ウ 事業の進ちょく状況 

平成元年12月に仮換地指定を行って以降、手代町線

と車道町線を中心に建物移転を行い、事業を進めてい

る。 

  地区全体では約 9 割の建物移転が完了し、道路整備

も順次進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-6-67 筒井土地区画整理事業 事業概要 

都市計画決定 昭和61年3月31日 

事業計画決定 昭和61年11月21日 

施 行 地 区 
東区葵二丁目、葵三丁目、代官町、筒

井二丁目、筒井三丁目の各一部 

施 行 面 積 約15.7ha 

事  業  費 12,400百万円 

公共施設の内容 
都市計画道路手代町線始め3路線、 

公園2ヶ所 

減  歩  率 
12.35%（公共施設充当用地を 

先行取得した減歩率は11.03%） 

地　　　積 割　合 筆　数 地　　　積 割　合

道　　　　路 21,480.10 13.7% ― 35,523.62 22.6%

公　　　　園 ― ― ― 2,700.00 1.7%

計 21,480.10 13.7% ― 38,223.62 24.3%

民　 有　 地 134,961.44 85.9% 832 118,340.91 75.3%

国　 有 　地 613.16 0.4% 7 537.30 0.4%

準 国 有 地 ― ― ― ― ―

計 135,574.60 86.3% 839 118,878.21 75.7%

47.13 0.0% ― ― ―

157,101.83 100.0% 839 157,101.83 100.0%

公
共

用
地

宅
地

測　量　増

合　　 　計

種　　　目
施　　　行　　　前 施　　　行　　　後

図2-6-66 筒井土地区画整理事業区域図 

表2-6-68 筒井土地区画整理事業 施行前後対照表 
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（名古屋市住宅都市局） 

⑪ 葵土地区画整理事業 

ア 目的・経緯 

葵地区は、江戸時代の下級武士の町として、市街地

が形成され、その後、鉄道の敷設、工場の進出により

人口が定着した市街地であり、車道商店街を中心に、

北は桜通、南は錦通に接している。 

  しかし、本地区は第二次世界大戦の空襲による焼失

を免れ、戦後の復興土地区画整理事業の施行区域から

除外されたため、狭あいな道路がそのまま残り､しかも

老朽化した木造住宅が密集し防災上非常に危険な状況

にあった。 

法的手続の経緯は次のとおりである。 

昭和61年3月31日  都市計画決定 

昭和62年10月8日  事業計画決定 

平成3年3月28日  仮換地指定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 設計の概要 

都市計画道路布池町線（計画幅員 16～20ｍ）を整備

するとともに、東部と西部に各々１か所ずつ計 2 か所

（2,000㎡）の街区公園を配置する。 

  地区を囲む幹線道路沿道を商業業務地に、車道町線  

 沿道は最寄店舗を中心とした近隣商業地に、その他を

住宅地とする。 

  また、住宅市街地総合整備事業を合併施行する。（第

2編第 14章 14-4⑦参照） 

ウ 事業の進ちょく状況 

  平成 3年 3月に仮換地指定を行って以降、布池町線

を中心に建物移転を行い、事業を進めている。 

  地区全体では約 9 割の建物移転が完了し、道路整備 

も順次進めている。 

  布池町線の整備については、部分供用しながら、早

期完成を目指している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-6-70 葵土地区画整理事業 事業概要 

都市計画決定 昭和61年3月31日 

事業計画決定 昭和62年10月8日 

施 行 面 積 約9.7ha 

施 行 地 区 東区葵二丁目、葵三丁目の各一部 

事  業  費 8,900百万円 

公共施設の内容 
都市計画道路布池町線始め3路線、 

公園2ヶ所 

減  歩  率 
13.38%（公共施設充当用地を 

先行取得した減歩率は11.08%） 

地　　　積 割　合 筆　数 地　　　積 割　合

道　　　　路 14,873.87 15.3% ― 23,912.60 24.6%

公　　　　園 ― ― ― 2,000.00 2.1%

計 14,873.87 15.3% ― 25,912.60 26.6%

民　 有　 地 75,285.70 77.3% 449 64,538.14 66.3%

国　 有 　地 775.96 0.8% 1 664.56 0.7%

準 国 有 地 6,426.46 6.6% 1 6,275.90 6.4%

計 82,488.12 84.7% 451 71,478.60 73.4%

29.21 0.0% ― ― ―

97,391.20 100.0% 451 97,391.20 100.0%

公
共

用
地

宅
地

測　量　増

合　　 　計

種　　　目
施　　　行　　　前 施　　　行　　　後

図2-6-69 葵土地区画整理事業区域図 

表2-6-71 葵土地区画整理事業 施行前後対照表 
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（名古屋市住宅都市局） 

⑫ 有松土地区画整理事業 

ア 目的・経緯 

有松地区は、本市の東南部に位置し、国道 1 号と名

鉄名古屋本線にはさまれた地区である。地区内には旧

東海道が走り、古い町並みが今も残っており、本市の

町並み保存地区に指定されている。 

本地区の周辺では、組合土地区画整理が多く施行さ

れ、市の外縁市街地として急速に市街化が進んでおり、

本地区に隣接する名鉄有松駅へのアクセス道路として

都市計画道路有松線の整備が強く望まれていた。また、

本地区は木造住宅が密集し、生活道路等の基盤整備が

十分でなく、急傾斜崩壊危険区域も存在し、防災面、

土地利用面での課題を有する地区であった。 

  そこで、都市計画道路有松線をはじめとする公共施

設の整備改善や土地利用の増進を図るとともに、歴史

的環境を保全しながら魅力ある住みよい市街地の形成

をめざして土地区画整理事業を行うこととなった。 

法的手続の経緯は次のとおりである。 

平成2年2月23日  都市計画決定 

平成2年12月4日   事業計画決定  

平成4年12月  ふるさとの顔づくりモデル 

土地区画整理事業の地区指定 

平成7年10月19日  仮換地指定 

平成21年11月6日  換地処分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 設計の概要 

本地区の事業年度は平成2年度～平成26年度であり、 

主な整備内容としては、都市計画道路有松線の整備を

はじめ、国道1号東側の用地確保を行ったほか、区画 

道路、特殊道路、公園の整備などを行った。 

ウ 事業の進ちょく状況 

有松地区の特長として、旧市街地が丘陵地のため、

有松小学校を除くほとんどの市街地を造成する必要性

があるため、有松小学校を除いた地区を 6 エリアに分

け、各エリアごとに建物の一斉移転を行い、建物除却

後に造成工事を順次施行して宅地、道路、公園の整備

を進めた。 

残務事務として、清算金の徴収事務を平成26年度ま

で行い、事業完了となる。 

また、関連して旧東海道の無電柱化の工事も施行し、

平成25年3月に竣工し、往時の景色が蘇った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-6-72 有松土地区画整理事業区域図 
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表2-6-74 有松土地区画整理事業 施行前後対照表 

表2-6-73 有松土地区画整理事業 事業概要 

地積 割合 地積 割合

㎡ ％ ㎡ ％

9,343.69 13.3 19,918.96 28.5

公 園 ― ― 951.03 1.4

緑 地 ― ― ― ―

河 川 1,585.73 2.3 1,368.15 1.9

水 路 188 0.3 ― ―

11,117.42 15.9 22,238.14 31.8

宅地 40,564.96 58.1 33,713.24 48.2

畑 517 0.7 ― ―

山林・原野・
雑種地

1,094.16 1.6 ― ―

鉄　道 297 0.4 ― ―

小　計 42,473.12 60.8 33,713.24 48.2

国有地 143 0.2 146.42 0.2

市有地 16,241.99 23.2 13,793.92 19.8

(内小学校) 15,437.94 22.1 12,750.38 18.2

小計 16,384.99 23.4 13,940.34 20

58,858.11 84.2 47,653.58 68.2

― ― ― ―

83.81 0.1 ― ―

69,891.72 100 69,891.72 100

種目

公
共
用
地

公共用地計

施　行　前 施　行　後

合計

道 路

宅
地

（
民
有
地

）

宅
地

(

公
有
地

）

宅地計

保留地

測量減

都市計画決定 平成2年2月23日 

事業計画決定 平成2年12月4日 

換地処分公告 平成21年11月6日 

施 行 面 積 7.0ha 

事  業  費 10,270百万円 

公共施設の内容 都市計画道路有松線、公園1ヶ所 

減  歩  率 18.92%（公共施設充当用地を先行取得した減歩率は11.46%） 

施 行 地 区 

緑区有松町大字有松字往還北、字往還南、字橋東北、字橋東南 
及び字長坂南の各一部、 
有松町大字桶狭間字高根の一部、 
鳴海町字有松裏、字米塚の各一部 



都市計画概要 2013 第 2編 第 6章 市街地の開発整備 

（名古屋市住宅都市局） 

⑬ 大高駅前土地区画整理事業 

ア 目的・経緯 

大高駅前地区は、本市の南東部、都心部から約 12km

に位置し、旧大高町の中心市街地として発展してきた

地区である。 

地区北側には、ＪＲ東海道本線大高駅が近接し、ま

た、周辺地区南部では、名四国道線、高速 2 号線など

自動車交通網の整備により、良好な住宅地としての開

発整備が進んでいるが、地区内は、旧来からの木造密

集地であり、道路も狭あいで見通しが悪く、防災上、

交通安全上憂慮すべき状況であった。 

  このような状況を改善するため、都市計画道路、区

画道路、公園等の公共施設の整備改善を図るとともに、

宅地の利用増進を図ることとした。 

   法的手続の経緯は次のとおりである。 

平成4年7月30日   都市計画決定 

平成5年1月19日   事業計画決定 

平成9年1月14日   事業計画変更（第1回） 

平成9年3月18日   仮換地指定 

平成11年10月29日  事業計画変更（第2回） 

平成18年12月18日  事業計画変更（第3回）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 設計の概要 

  大高町線（計画幅員 20ｍ）、大高北線（計画幅員 16

～18ｍ）の新設とともに地区内生活道路の改善、街区

公園（1か所約1,000㎡）の新設も行い、地区内居住環

境の整備改善を図る。 

  また、宅地規模の適正化や敷地の整形化を行い、宅

地の利用増進を図ることを目的とし、平成 5年 1月、

事業計画を決定した。 

ウ 事業の進ちょく状況 

  事業計画を決定して以降、減価補償金による公共施

設充当用地の取得が完了し、また平成 9年 3月に仮換

地を指定した。現在は、建物移転、宅地造成や道路築

造を進めている。 

 

 

表2-6-76 大高駅前土地区画整理事業 事業概要 

都市計画決定 平成4年7月30日 

事業計画決定 平成5年1月19日 

施 行 面 積 9.7ha 

施 行 地 区 

緑区大高町字北鶴田及び字南鶴田の各全部 

大高町字江明、字下熊瀬、字高見、字鶴田、

字鳥戸、字町屋川及び字八幡の各一部 

事  業  費 9,200百万円 

公共施設の内容 
都市計画道路大高町線始め2路線、 

公園1ヶ所 

減  歩  率 
17.88%（公共施設充当用地を先行取得した 

減歩率は11.93%） 

種 目 
施行前 施行後 

地積 割合 地積 割合 

公
共
用
地 

 

道路 

㎡ 

7,555.14 

％ 

7.82 

㎡ 

22,779.43 

％ 

23.58 

公園 － － 1,000.05 1.04 

河川 2,545.15 2.64 2,819.67 2.92 

水路 666.22 0.69 － － 

堤防 408.26 0.42 － － 

計 11,174.77 11.57 26,599.15 27.54 

宅
地 

民有地 70,821.17 73.31 62,282.85 64.47 

公有地 13,864.73 14.35 7,718.00 7.99 

計 84,685.90 87.66 70,000.85 72.46 

測量増 739.33 0.77 － － 

合 計 96,600.00 100.00 96,600.00 100.00 図2-6-75 大高駅前土地区画整理事業区域図 

表2-6-77 大高駅前土地区画整理事業 施行前後対照表 
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（名古屋市住宅都市局） 

⑭ ささしまライブ24土地区画整理事業 

ア 目的・経緯 

本地区（約 22.1ha）は、名古屋駅の南約 1kmに位置

し、旧国鉄笹島貨物駅跡地及び中川運河船だまり周辺

を含む地区で、東側を都市計画道路山王線、南側を都

市計画道路岩井町線、北西側をＪＲ関西本線及び近鉄

名古屋線の線路敷に囲まれている。地区中央を東西に

都市計画道路高速 1 号線が高架で通り、都市計画道路

山王線に並行してＪＲ東海道新幹線・東海道本線・中

央本線及び名鉄名古屋本線が通っている。 

  旧国鉄笹島貨物駅の廃止後、都心に残された貴重な大

規模未利用地となっているこの跡地を有効活用し、名古

屋駅地区とともに名古屋大都市圏の玄関口としてふさ

わしい活気あるまちをめざすため、ささしまライブ 24

の開発が計画された。 

  従前の貨物駅に代表される物流を中心とした土地利

用から、商業・業務を中心とした土地利用へと大規模

な転換を図るため、道路、公園等の都市基盤施設を本

市施行の土地区画整理事業によって整備することとな

った。 

法的手続の経緯は次のとおりである。 

平成11年8月13日  都市計画決定 

平成12年3月30日  事業計画決定 

平成14年4月18日  仮換地指定 

平成20年9月24日  事業計画変更（第1回） 

平成24年12月13日  事業計画変更（第2回） 

イ 設計の概要 

  幹線道路として、都市計画道路椿町線（計画幅員 30

～40ｍ）及び都市計画道路笹島線（計画幅員30～40ｍ）、

補助幹線道路として都市計画道路日置中野新町線（計

画幅員18ｍ）を整備するとともに、中心部に公園（6,700

㎡）を配置している。 

  旧国鉄貨物駅跡地地区の土地利用計画は、土地の高

度利用、さまざまな都市機能の複合的な集積をめざし

た土地利用の誘導、安全・快適かつ魅力ある歩行者空

間の創出等を実現するために、大規模画地を中心に配

置し、大規模な土地利用転換を図っている。 

  船だまり周辺地区については、ウォーターフロント

ゾーンとして水辺を生かした魅力ある親水空間を創出

するとともに、旧国鉄笹島貨物駅跡地と調和のとれた

街並みの形成を図っている。（本章6-7(6)参照） 

ウ 事業の進ちょく状況 

  平成12年3月に事業計画を決定して以降、日本国際

博覧会「愛・地球博」（平成 17 年）のサテライト会場

として使用されることにあわせ、支障となる大規模倉

庫の移転が進められた。平成19年度には、開発提案競

技の実施により地区の中心に位置する 1.7ha の保留地

及び 1.5ha の市有地の開発事業者を決定した。以降、

地区内における民間事業者の開発計画等との調整を図

りつつ、大規模土木工事を伴う幹線道路整備を中心と

した基盤整備を進めており、平成23年9月には鉄道を

高架で横断するささしま米野歩道橋（オーバーパス）

が開通した。現在は、鉄道を地下で横断する自動車道

（アンダーパス）の整備及び中川運河船だまり周辺の

建物移転を進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-6-78 ささしまライブ24土地区画整理事業区域図 
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表2-6-79 ささしまライブ24土地区画整理事業 事業概要 

都市計画決定 平成11年8月13日 

事業計画決定 平成12年3月30日 

施 行 面 積 22.1ha 

施 行 地 区 

中村区運河町、下米野町１丁目、下広井町１丁目、平池町４丁目、牧野町

字六反田、名駅南一丁目、名駅南四丁目及び名駅南五丁目の各一部 

中川区西日置町字一畝町田、字上鵜垂、字北鵜垂及び字流の各全部 

中川区運河町、運河通１丁目、月島町、西日置町字長島、福住町、名駅南

四丁目及び名駅南五丁目の各一部 

事  業  費 35,900百万円 

公共施設の内容 都市計画道路椿町線始め3路線、公園1ヶ所 

減  歩  率 42.24% 

地積 割合 筆数 地積 割合

㎡ ％ ㎡ ％

道路 30,253.14 13.71 ― 83,179.65 37.69

水路 572.50 0.26 ― ― ―

公園 ― ― ― 6,700.05 3.03

運河 3,815.81 1.73 ― ― ―

護岸 ― ― ― 2,146.17 0.97

計 34,641.45 15.70 ― 92,025.87 41.69

民有地 51,311.05 23.25 106

国有地 ― ― ―

地方公共団体
所有地

67,291.39 30.49 67

準国有地 67,401.43 30.53 27

計 186,003.87 84.27 200 107,471.92 48.69

― ― ― 21,222.53 9.62

75.00 0.03 ― ― ―

220,720.32 100.00 200 220,720.32 100.00

施行前 施行後
種目

保留地

測量増

合計

107,471.92 48.69

公

共
用

地

宅
地

表2-6-80 ささしまライブ24土地区画整理事業 施行前後対照表 
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⑮ 下之一色南部土地区画整理事業 

ア 目的・経緯 

本地区は名古屋市中川区の一級河川庄内川、一級河

川新川と国道 1 号に囲まれた密集度の高い住宅地であ

る下之一色地区の南部に位置しており、施行地区面積

は約2.4haである。 

本地区には老朽木造建築物が密集している上、4ｍ未

満の道路がほとんどであり、更に、地区の南半分は下

水道が未整備であったため、居住環境の整備改善が強

く求められていた。 

また、本地区は河川に挟まれた低地であるため、採

光、通風、日照等の生活環境衛生面の課題もある上、

破堤時の想定浸水被害が大きい地区でもあった。 

以上のような状況を鑑み、国等により進められてい

た河川改修事業にあわせて土地区画整理事業を実施す

ることにより安全で快適な市街地形成をはかり、河川

改修事業で整備した水防拠点と一体となった災害に強

いまちづくりを進めることを目的とした。 

  法的手続の経緯は次のとおりである。 

平成18年2月8日  都市計画決定 

平成19年3月8日  事業計画決定 

平成20年12月10日  仮換地指定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 設計の概要 

  河川堤防用地を道路、緑地として活用することによ

り、減歩の緩和を図っている。 

また、先に河川事業者が取得整備してきている南側

の水防拠点にあわせて、本地区の盤上げ整備を行うこ

とにより、下之一色地区全体の水害時の一時避難エリ

アとしての機能も合わせ持たせる。 

ウ 事業の進ちょく状況 

  仮換地指定を行って以降、移転計画により建物移転

を進め平成22年度には一斉移転にかかる建物移転を完

了した。その後公共施設整備を行い、平成 24年 5月 1

日には地区南側部分の使用収益を開始し、残る北側部

分も平成26年3月1日に使用収益を開始した。今後は、

公園及び緑地の整備を行い、換地処分に向けた準備を

すすめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-6-82 下之一色南部土地区画整理事業 事業概要 

都市計画決定 平成18年2月8日 

事業計画決定 平成19年3月8日 

施 行 面 積 2.4ha 

施 行 地 区 中川区下之一色町字三角の一部 

事  業  費 2,800百万円 

公共施設の内容 河川、区画道路、公園1ヶ所、緑地4ヶ所 

減  歩  率 
15.3%（公共施設充当用地を先行取得した 

減歩率は11.7%） 

筆数

道路 2,252.06 ㎡ 9.30 ％ － 4,221.20 ㎡ 17.44 ％

公園 0.00 0.00 － 460.01 1.90

河川 8,660.77 35.78 － 8,160.81 33.71

緑地 0.00 0.00 － 105.07 0.43

計 10,912.83 45.08 － 12,947.09 53.48

民有地 13,031.60 53.83 95 11,259.91 46.52

計 13,031.60 53.83 95 11,259.91 46.52

262.57 1.09 － － －

24,207.00 100.00 95 24,207.00 100.00

割合

施行後
種目

公共
用地

宅地

測量造

合計

施行前

地積 割合 地積

表2-6-83 下之一色南部土地区画整理事業 施行前後対照表 

図2-6-81 下之一色南部土地区画整理事業区域図 


